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表2

2006年度会員ロゴは
ピンクです
JPNIC会員ロゴは、年度毎に色が変わります。

既に会員ロゴをご利用いただいている会員の皆さまは、

お手数ですが、2006年度会員ロゴに

差し替えをお願いします。

2006年度会員ロゴについてのお問い合わせは、

member@nic.ad.jpまで

スターネット株式会社様

さまざまな情報を皆さまにわかりやすくお伝えすることを目指して、

JPNICのWebサイトを4月上旬にリニューアルします。

J P N I C の 活 動 は
J P N I C 会 員 に よ っ て 支 え ら れ て い ま す

お申し込み member@nic.ad.jp
JPNIC会員ロゴとは http://www.nic.ad.jp/ja/member/logo-sample.html

皆さまの
ホームページでも
ご活用ください

お 楽 し み に ！

表3

背4mm

J P N I C の Ｗ ｅ ｂ サ イト が リ ニ ュ ー ア ル し ま す !
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摘がありますが、これは物事の一面でしかあり
ません。確かにそのような事例も多いかもしれ
ませんが、インターネットは今までできなかっ
た個人と組織の圧倒的な格差を圧縮し、国境
や地理的な格差もなくしてしまいました。少数
派や日の目を見られなかった人たちもコミュニ
ティを持てるようになったのです。この大衆が
平等に議論に参加できるようになったことが、
良くも悪くもインターネットがもたらした最大の
成果ではないでしょうか。

輝く光が強ければ強いほど、遮るものの影の
闇は深く濃くなります。この当然の原理がイン
ターネットでも働いているのです。光だけを見
てバラ色の世界を思い描くのも片手落ちですし、
闇だけを見て恐れおののくのも芸がありません。
全体を見て感じて自分の立ち位置を決めなけれ
ばならないのだと思います。

脅威の本質
インターネットの脅威というと、今まではウ

イルスや不正アクセスなどの技術的なセキュリ
ティ問題が中心でしたが、最近は人間の心理
を突く架空請求やフィッシングなどの被害が注
目されてきています。インターネットに限らず、
今までも“オレオレ詐欺”や“振り込め詐欺”、リ
フォームに絡んだ“つぎつぎ詐欺”などが新聞テ
レビを賑わしています、街角で「英語をしゃべり
たくありませんか？」「絵はお好きですか？」「快
適にお休みになれていますか？ 良い羽根布団
がありますよ！」などという声かけに出会ったこ
とがないでしょうか？ 御自分の番が来た時、『こ
れが噂に聞いていたあれかな？！』と思われな
かったでしょうか。インターネットも同じように

『あれ？ おかしいかな？』と気が付くことが重要
です。そのためには、社会の知恵としてさまざ

インターネットがもたらしたもの
インターネットは、当初の大方の予想や希望

を遥かに超え、既に研究者の手を離れ自立発展
的な展開を行うまでになってきています。社会基
盤として認知され、市民生活の中に根ざしてき
たということでもあります。

日本で最初の商用プロバイダが設立され
た13年前頃（1992年末）は、今日の隆盛は半分
以上冗談として語られていた記憶があります。
JPNICの前身のJNIC※1が活動していたのもこ
の頃です。10年ほどの間にこれほど普及し社会
への影響力を強めたものとしては、携帯電話と
双璧を成すと言っても良いでしょう。当時は回
線交換とネットワークの戦争などもホットな話
題でしたが、結局統合されてしまいました。今
後も通信と放送の融合など、必然の流れに沿っ
た大きなうねりに呑み込まれ統合化と分化が進
むのだろうと思います。これをユビキタスと呼
ぶのかもしれません。

インターネットの利用者は、7000万人を越え
た※2そうです。日本の人口は約1億2776万人※3

だそうですから、大人から赤ちゃんまで含めて
約55％の国民が何らかの形でインターネットを
使っていることになります。携帯電話の契約数
は約9000万件※4だそうですが、携帯電話だけ
でインターネットを利用している人は13.5％と案
外少なく、自宅や勤務先、学校等のパソコン
と併用している場合が多いようです。これもブ
ロードバンド回線が普及したことと関連があり
そうです。

光と影の二面性
インターネットが犯罪などに使われたり、転

落への道筋となっているのではないかという指
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ありました。物理層の回線部分は、10Gbps以上
のEthernetに進化しています。「次にできたらい
いこと」を考えると、アプリケーション層のプロ
トコルに思い当たります。例えばSMTPの電子
メールでは、発信してしまった後、相手が読ん
でいるか否かに関わらずキャンセルはできませ
んが、普通の郵便ではどこの国でも何らかの取
り戻しや変更ができています。インターネット
が社会基盤になるに従い、このような社会的な
要求に基づく「機能」も実装したくなるのではな
いかと思います。できるできない、できる条件、
実現するためのコストなどを広く議論し検討し
ても良いのではないかと思うのです。JPNICが
何らかのまとめ役やIETF等へ議論を持ち込む
窓口として機能してくれると、フレンドリーな組
織になるのではないかとも考えます。
『技術だけでは問題は解決しない。しかし技

術の裏付けがなければ施策もできない』という言
葉をかみ締めていきたいと考えます。インター
ネットの萌芽に出会い、若葉の頃からの成長を
見届け、立派な大樹に育ち周りにさざなみを送
り始めた今、これからどのように空を飛んでゆく
か、大変に楽しみではあります。ひとり立ちした
子供を見るような感じかもしれません。これか
らは、『自分の人生を自分で決めて歩んでいくの
だよ』と。

まな手口の知識を共有し、みんなが知っている
状態になっていなければなりません。

これまでは、愉快犯や自己顕示欲の矛先とし
て、不特定多数を狙うウイルスやワームの類が
主流でしたが、すでに、金銭搾取を目的とした
職業的詐欺集団がインターネットを利用して不
特定多数の獲物を求めて仕事を始めています。
インターネットにはまだうぶ初心で無知なユー
ザーが多く、手口もあまり知られていないので、
仕事がはかどるのでしょう。しかも必要な投資
はパソコンを用意しネットワークにつなぐだけ
です。

逆に、技術的な攻撃は、相手を特定して攻
めてくるようになるでしょう。いわゆるサイバー
テロの類です。足跡を残さずプロの仕事を行
うわけです。標的になるところは限られます
が、可能性がある場合はそれなりの準備が必
要です。一方で、情報漏洩を起こした事件件
数を原因別に見ると、盗難、紛失・置き忘れが
57.7％であり、不正アクセス、ウイルス、バグ・
セキュリティホールは4.4％です。また、漏洩経
路で見ると45.9％が紙媒体です。個人情報の漏
洩人数で見ると、不正持ち出し、内部犯罪、盗
難で78.2％になります※5。ネットワーク特有の手
口よりは、案外レトロで物理的な原因が多いよ
うです。いずれにしても、何をどのように防ぐ
かのリスク管理が重要なことには代わりがあり
ません。

これからのインターネット
インターネットのプロトコルであるTCP/IPv4

が1973年に米国国防総省で開発が開始されて
以来30年以上の年月がたっています。その間、
色々な拡張や修正、そしてIPv6の制定などが

� 

プロフィール●やすだなおよし
1975年、日本電気に入社し、汎用機（ACOS-6）
上でのB言語による開発やBSD Unixでの開発・
教育等にかかわる。1989年、日外アソシエー
ツに移り技術開発室を創設し、Unix、TEX等
で版下編集出力システムを開発・実用化する。
1996年からはディアイティでインターネット事業
に参画。現在、NPO日本ネットワークセキュリ
ティ協会（JNSA）主席研究員。その他、委員会
や執筆記事など多数。

※1	� JPNICの歩み
	 http：//www.nic.ad.jp/ja/profile/history.html
※2	� 財団法人インターネット協会監修「インターネット白書2005」

2005年6月21日発行 インプレス発行
※3	� 総務省統計局「平成17年国勢調査 全国・都道府県・市区

町村別人口（要計表による人口）」全国の人口
	 http：//www.stat.go.jp/data/kokusei/2005/youkei/01.htm
※4	� 社団法人電気通信事業者協会 事業者別契約数（平成17年

12月末現在）
	� http：//www.tca.or.jp/japan/database/daisu/yymm/

0512matu.html
※5	� NPO日本ネットワークセキュリティ協会「2004年度情報セ

キュリティインシデントに関する調査報告書」v1.1.
	 http：//www.jnsa.org/active/2004/active2004_1a.html
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→える金額がインターネット上で取引されているこ
とになる。比較的オンラインショッピングなどの普

及が遅れているとされる日本でさえこの規模であ
る。世界マーケットとなるとこの数倍の市場規
模がインターネット上に存在することになるわ
けだ。この巨大な市場を狙って、金儲けを狙う
輩が現れても不思議ではない。要するに一般の
人々にとっての「インターネットというブランド
イメージ」は大きく低下した。しかし、お金儲け

を狙う悪意のある人たちには「インターネットが
美味しいブランド」になってしまったのだ。

フィッシング
直接“金銭”にまつわる話として、まず“フィッ

シング”が思い浮かぶ。
改めてフィッシングについて解説すると、「電

子メールなどを用いて、銀行、クレジットカード会
社、企業、オンラインショップなどを装ったホーム
ページに消費者を誘導し、個人情報、社会保険番号
などの信用情報、銀行口座番号やクレジットカード
情報、オンライン用のアカウントやパスワードを詐
取しようとする行為」となる。

このフィッシングでの“金銭”的被害は相当なもので
ある。Gartner社とAnti-Phishing Working Group※2に
よると、2003年後半〜2004年前半、全米で約5700
万人がフィッシングメールを受信し、受信者の19％
がサイトをクリック、そして、受信者の3％が個人情
報を入力してしまった結果、被害額は銀行・クレジッ
トカード会社を併せ約12億ドル（約1,400億円）。さら
に、同じ調査で、2004年後半〜2005年は全米で約
7300万人がフィッシングメールを受信し、被害額は
銀行・クレジットカード会社を併せ約9億3000万ド
ル（約1,100億円）といった結果が出ている。また、警
察庁の資料※3によるとイギリスでは2003年の銀行の
被害額が5,000万ポンド（約116億円）、さらに、オー
ストラリアでも2004年に発生したフィッシングで
は、発生から1週間で1銀行あたり1,000万豪ドル（約
12億円）の被害が出ているとの調査結果もある。

「インターネットというブランドイメージが大きく低
下した。」インターネットセキュリティという視点で
2005 年をふり返った時の筆者の感想である。フィッ
シング、ボットネット、スパイウェア、Winny・情報
流出、ワンクリック詐欺などなど。テレビや新聞に出
てくるこれらの “業界用語” は、なにやら “犯罪のニ
オイがぷんぷん” で、普通にインターネットを利用す
る人々が、「インターネットは危ない」というような
印象を持っても不思議ではないという状況である。

数年前までのインターネットセキュリティの話題
といえば、ウイルス・ワーム、ホームページ改ざ
ん、DDoS攻撃など、自分のプログラミング能力やテ
クニックを誇示するための愉快犯的な行為が多数を
占めていたのに対し、昨年からは先の例のような“金
銭”にまつわる話がすっかり主役の座に上り詰めてし
まった。

それもそのはずである。経済産業省が平成17年
6月28日に発表した「平成16年度電子商取引に関す
る実態・市場規模調査※1」によると、日本における
2004年度のB to C-EC（消費者向け電子商取引）の市場
規模は5兆6,430億円。さらに、インターネットオー
クションなどのC to C（一般消費者間取引）について

の流通総額は7,840億円。合わせると6兆円を超↗
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幸いなことに、日本ではフィッシングの被害はそれ
ほど報告されていない。たとえば、2004年9月〜10
月にかけて発生した邦銀を対象とするフィッシング
サイトの場合は、偽造されたカードが33名分で、う
ち8名のカードが不正使用され、被害総額が約150万
円であった。また、偽ホームページでログイン情報
を取得し、メールを盗み見た疑いで逮捕者が出てい
るというのが主なものであり、海外の例ほど被害（ま
たは規模）が大きなものはないようだ。

おそらく、日本でフィッシングの被害が大きくない
のは、そもそもインターネット先進国で盛んであった
オンラインバンクやオンライン納税といったものが
一般に普及する前であったからと、“オレオレ詐欺”
や“ATM盗撮”などのような物理セキュリティのスキを
突いたものの方が効率よく簡単に行えたからであろ
うと想像できる。しかし、昨今の株価の上昇機運か
ら急激に盛んになったオンライン株取引などが標的
になった場合、新たな被害が発生しないとも限らな
い。いずれにせよ、技術的、運用的な安全対策が必
要であることには違いない。

ボットネット
次に、直接“金銭”をイメージしにくいが、今後最も

心配されるものが“ボット”や“ボットネット”である。
ボットとは、悪意のあるプログラムを電子メール

やソフトウェアの脆弱性を用いてユーザーのパソ
コンなどに送り込み、遠隔操作可能なロボット端末

（ボット）にしたもの。ボットネットとは、そのボット
をネットワーク化したものである。

筆者の所属するJPCERTコーディネーションセン
ター（JPCERT/CC）とTelecom-ISAC Japan※4が共同
で実施した調査によると、ボットの危険性は、“未対
策のパソコンをインターネットに接続すると約4分で
ボット感染する”ということ、“既存のウイルス対策
ソフトでは全てを検出できないこと”である。そのた
め、既に国内のISPユーザーの2〜2.5％がボットに感
染しているという結果も出ている。

“ボット”や“ボットネット”そのものは、プログラム
やネットワークの技術がベースの問題である。しか

し、迷惑メールが組み合わされると、“金銭”にま
つわる話に変化してしまう。たとえば、迷惑メール送
信業者などは、以前のように簡単にメールの大量送
信が行えなくなってしまった。各ISPが迷惑メール対
策としてOP25B（Out bound Port 25 Blocking：外
向き25番ポート通信）などの導入を進めているし、
送信元がばれるとすぐに営業停止処分を受ける可能
性があるなど迷惑メールに対する法規制なども厳し
くなっているからだ。一方、ボットネットは、他人の
パソコンを自由自在に操れ、大量のメール送信もリ
モート操作で簡単に行える。ボットネット運用者と迷
惑メール送信業者、お互いの利害が一致するところ
に市場が発生する。既に、ボットネットは時間あたり
○○ドルなどでレンタル売買されているそうで、見
事に“金銭”の話に変わってしまっている。

“ボットネット”が“金銭”と無縁でないのは、なにも
迷惑メールだけではない。第3者のパソコンが遠隔か
らコントロール可能であるのだから、フィッシングの
踏み台サイトにすることも可能だし、特定のサイトに
DDoS攻撃を行うという脅迫行為にも利用することは
可能だ。これらは、直接“金銭”に結びつく。このよう
に、上記の例を取ってみても、インターネットセキュ
リティインシデントに関する傾向が、愉快犯から“金
銭”目的に変化して来たことは（少々乱暴ではあるが）
明白である。

今後のインターネットセキュリティ
インシデントの傾向

そこで、今後のインターネットセキュリティインシ
デントを少々想像してみよう。

筆者が“金銭”方向に向かっているインターネットセ
キュリティインシデントの代表的な例として“フィッ
シング”と“ボットネット”を示したのは、最近の技術動
向であるからだけではなく、今後発生するであろうイ
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※1	 経済産業省「平成16年度電子商取引に関する実態・市場規模調査」
	 http://www.meti.go.jp/press/20050628001/20050628001.html
※2	 Anti-Phishing Working Group
	 http://antiphishing.org/
※3	 @police「phishingの現状と対策」
	 http://www.cyberpolice.go.jp/material/pdf/20040723phishing.pdf
※4	 財団法人日本データ通信協会 テレコム・アイザック推進会議
	 https://www.telecom-isac.jp/
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ンシデントは、おそらくこの2つの技術の応用や他
の技術を組み合わせた発展型であると考えるからだ。

何しろ“金銭”目的の悪意のある人たちには、目の前
に大きなマーケットが広がっている。日本の消費者
だけがターゲットだとしても、6兆円。これが企業間
電子商取引にまでおよぶとさらに大きい。2004年の
狭義のB to B-EC（インターネット技術を用いたコン
ピュータ・ネットワークシステムを介しての企業間電
子商取引行為）が102兆6,990億円。この統計では専
用の閉鎖網IP-VPNを用いた取引額をも含むので、そ
の全てがオープンなインターネット用いて行われて
いるとは限らない。しかし、2004年度の日本のGDP
が約500兆円※5（内閣府資料より）ということを考え
ると、この企業間電子商取引というのはかなり巨大
なマーケットであることは確かだ。そのため、悪意の
ある人たちの標的は一般消費者だけでなく、企業間
電子商取引に広がる可能性さえある。

たとえば、悪意のある人たちが企業の入札担当者
を狙った場合。企業の入札を装ったWebページに
“フィッシング”誘導し、彼の端末を“ボット”に感染さ
せる。その端末にはおそらく他企業との電子商取引
の情報も含まれているはずである。彼らは、まんま
とそれらの情報を取得する。そして、“ボット化”され
た端末で、他の企業の入札に落札できるような価格
で応札する。看板方式のようなジャストインタイムで
納品されるような製品で、このような“偽の入札”が行
われ、その工場はライン停止の被害が発生する、と
いったインシデントが発生するかもしれない。

「1台の端末が“フィッシング”や“ボット”の被害に遭
うだけで大きなインシデントが発生する可能性」、そ
れがこの予想の怖いところである。システム全体をセ
キュアな設計にしたとしても、一人のユーザーの何気
ない行動で、全てを台無しにする可能性がある。それ
も通信回線と言ったインフラの事故ではなく、通常用
いている端末パソコンのインシデントが原因で……。

対策

さて、このような悪意のある人たちにどのよう
に対抗すればいいのだろうか？

まず、第一に重要なのは現場レベルでの情報
共有である。アンチウイルスソフトにも引っかから
ない“ボット”、限りなく本物と見まがう“フィッシン
グ”は、かなり熟練した技術者でも発見が困難なこと
が予想される。対策方法を学ぶために、雑誌やWeb
ニュースだけでなく、セミナーや同業者の研究会に
参加し、可能な限りの情報収集をする必要がある。
しかし、個人や一企業でそれを続けることは時間的
にも費用的にも困難が伴う。そのような時、同業の
現場担当者レベルで情報を共有できるのであれば、
より自分たちの環境の危機レベルが意識しやすい。
なぜなら、インシデントには流行があり、比較的似
通った環境が続けて被害に遭うことが多いからだ。

次に、経営者レベルでコンピュータセキュリティ
対策を意識することが重要である。インシデントに
遭って、慌てて対応を行い、取り返しのつかない事
態にならないように、経営者主導のインシデントを
想定したマニュアルなどの整備が必要である。マ
ニュアルでは、インシデントが起こった時の連絡方
法や行動指針、対処法を取り決め、指揮命令系統を
明確にすることも必要であろう。そして、社内の情報
流通のしくみができれば、先に集めた現場レベルの
熱い情報を、必要な関係者に周知・共有できる体制
の構築も可能になる。このように経営者レベルが現
場の情報を意識するだけで、かなりセキュリティレ
ベルが上がるはずである。

さいごに
我々 JPCERT/CCでは、現在の主要3業務（インシデ

ントレスポンス、定点観測、脆弱性情報流通）に加
え、最新のコンピュータセキュリティに関する脅威情
報を提供する“早期警戒情報業務”を開始した。現在、
従来の業務から集まったコンピュータセキュリティに
関する“熱い情報”を、適切なタイミングで適切なユー
ザーに提供するための体制を構築中である。今後も、
我々の発信する情報にご注目いただきたい。

�    JPNIC  Newsletter  No.32  March 2006

※5	 内閣府「平成15年度国民経済計算（93SNA）」
	 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h17-nenpou/17annual-report-j.html
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B ITNET（Because It's 
Time Network）をご存知
でしょうか？ 学術研究分野

の情報交換を目的としたネットワーク
で、1981年7月にCUNY（ニューヨー
ク市立大学）とYALE（エール大学）
のメインフレームを専用線で接続し
たのが始まりです。

　私が最初にBITNETと関わった
のは29歳の時、東京理科大学と
CUNYを相互接続した際の日本側の
技術責任者としてでした。最初にメッ
セージ交換できた85年4月30日のこ
とは今でも鮮明に記憶に残っていま
す。BITNETが提供したサービスは、
電子メール、ファイル転送、チャット、
メーリングリストしかなく、今思うと
いたってシンプルなものでしたが、そ
の日以来私はネットワークの魅力に
とりつかれ、今ではそれを生業にして
います。

　この時の専用回線の速度は9.6 
kbps、料金は年額約3000万円で
した。今聞くと信じられない遅さと高
さです。しかし、当時の日本のネッ
トワーク事情といえば、84年10月
に公衆回線で接続するJUNETが始
まった頃であり、その中で米国と専用
回線で接続して、海外との電子メー
ルが数秒のうちに送受信できるとい
うのはとても衝撃的な体験でした。
BITNETは当時の国内の若い研究者
や技術者に影響を与え、その後の多
くのネットワーク構築のきっかけにな
りました。

　BITNETの日本国内のネットワー
クをBITNETJPと呼び、85年の東
京理科大学の接続以降、次 と々国内
のメインフレームを接続、93年の最
盛期で120以上の大学が参加してい
ました。BITNETJPは東京理科大学
の情報処理センターが中心となって
運用しており、私も96年まで運用に
携わっていました。

　そしてこのBITNETJPでの仕事
が、WIDEの村井純氏と知り合うきっ
かけとなりました。WIDEが進めてい
たインターネットも88年ごろから急
速に広がりを見せ、BITNETJPと
WIDEの電子メールを相互にやりとり
する必要が出てきたのです。村井氏

とお互いのネットワークについて初め
て時間をかけて話したのは90年9月
6日のことでした。この時の場所は日
本IBM東京基礎研究所だったのです
が、その後も大岡山のマクドナルド
やラーメン屋でネットワークについて
熱く語り、91年3月にお互いのネット
ワークを相互接続するに至りました。

（我々二人が、後にJPNICというネッ
トワーク関連の社団法人を設立し、
そしてその理事長と副理事長を務め
ることになるとは、夢にも思いません
でしたが……）
　
　一方この頃、9.6kbpsのBITNET 
JPはサービスの限界に来ていまし

た。参加組織はまだ増え続けていま
したが、私はインターネットへの移行
を考え始めており、92年1月に米国と
の接続をTCP/IPに変更、同年7月に
JOIN（Japan Organized Inter 
Network Association）のサービ
スを開始しました。WIDEやTISNなど
のインターネットが既に構築されつつ
あった中で、後発とも言えるJOINが
果たした一番大きな役割は、メインフ
レーム中心のネットワークで進んでき
た当時の大学経営者に「これからはイ
ンターネットの時代なんだ」ということ
を理解していただき、7年という長い歳
月がかかったにせよ、BITNETJPから
JOINへの移行を成し遂げたことだと
思います。

　BITNETJPは99年3月にすべて
のサービスを停止しました。流れを
引き継いだJOINも、商用プロバイ
ダの広がりの中でその役割を終え、
2006年3月末でその幕を下ろすと
伺っています。活動に携わった関係
者としては寂しくもあり、しかし時代
の流れの中で求められた役割を十二
分に果たすことができたという感慨も
大きいものがあります。

　またこの紙面をお借りし、BITNET 
JPの開始から数えると20年以上に
渡り日本のネットワーク運用を支えて
いただいた東京理科大学と関係諸氏
に感謝の意を表します。

BITNETJPと
WIDEの

相互接続、
そしてJOIN

株式会社日本レジストリサービス
（JPRS）

代表取締役社長

東田幸樹
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2006年4月17（月）〜21日（金）に、東京・秋葉
原コンベンションホールでSIP機器の相互接続イ
ベント「SIPit18（Session Initiation Protocol 
Interoperability Tests）」を開催します。

⑊ SIPitとは

SIPitとは、SIPを実装したネットワーク機器間の
相互接続性確立を目的とし、年間ほぼ2回のペースで
開催されているSIP Forum（http://www.sipforum.
org/）主導の国際的な相互接続イベントです。今ま
でに17回開催されています。毎回約100の組織が参加
し、次世代のコミュニケーション・インフラの仕様及び
実装の実現に向け、約1週間、相互接続試験を行います。

⑊ なぜSIPit?

日本でのVoIPサービスは、現在急速に普及してお
り、また世界でもトップクラスと言われていますが、
必ずしも相互接続性が確立しているとは言えません。
このような問題を解決すべく、JPNICとWIDEプロジェ
クトは共同で、VoIP/SIP相互接続検証タスクフォース

（VoIP/SIP TF）の活動を2004年12月より推進してい
ます。VoIP/SIP TFでは、今までに何回かの相互接続
試験を行い、日本国内の異なるベンダー、プロバイダ
間での基本的相互接続性に向けた技術検証と研究を続
けてきました。こういったVoIP/SIP TFの活動を国際的
に展開するため、また、今回SIPitを日本で行うことで、
進んでいると言われる日本国内のSIP関連サービス・製
品の認知度を上げることができ、今後の展開へのバッ
クアップができるのではないかという効果も期待しつ
つ、SIPit18を日本に初めて誘致することになりました。

過去17回のSIPit開催のうち、アジア地域での開催

は2004年9月に台湾で行われた1回のみとなってい
ます。また、今までは参加者も欧米からの参加者がほ
とんどであり、日本の組織の参加は、残念ながらあま
りなかったと聞いています。こういった背景からも、
今回日本でSIPitを行う意味は大きいのではないかと
考えています。

⑊ どんなイベント?

ここまで読んでもイマイチどのようなイベントか想
像しづらいという方のために、もう少し詳しくSIPit
について説明します。また参加にあたっての心構え

（？）もお伝えします。

参加者は、SIP機器のベンダー・通信事業者・シス
テムインテグレーター等々多岐にわたっており、基本
的に見学以外でSIP機器の相互接続試験を実施した
い方であればどなたにでもご参加いただけます。ま
た持ち込む機器は、SIP機器であれば何でも構いませ
ん（主にUA、SIPサーバ（Proxy、B2BUA）、RGW、
IP-PBX、テスタなど）。

試験だけを実施する方もいれば、試験を実施しそ
の結果を自社にメールで送り自社でバグ等を修正し再
試験を実施する方、もしくはその場でコードを書いた
り修正して再試験を実施する方もおり、どのような形
で試験を進めることも可能です。

なお、こういった接続試験の時間帯ですが、17日
（月）の午前中は試験の準備時間としてあり、17日の午
後から21日（金）の午前中迄が接続試験可能な時間帯
となっています。朝は9時から、夜は21時位まで会場
を使用することが可能で、熱心な参加者はかなり遅
くまで残って試験をされているものの、主に欧米地域

SIPit18開催のご案内
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の方は夕方になると帰ってしまう傾向があるようなの
で、早めにテストされることをお勧めします。

相互接続試験を行う方法ですが、基本的には、各
参加者が自分自身のやりたいテストについて直接相手
と調整して試験を実施する形態となります。主催側が
相手と引き合わすなどのコーディネーションはありま
せんので、好きなテストを好きな相手と実施していた
だくことができます。基本的には1コマ1時間〜2時間
程度ですので、各参加者は自分が持っている機器、仕
様、試験したい内容を、あらかじめSIPforumのWiki
サーバに自分自身で載せてアピールし、相手を探しま
す。SIPitの開催前にメール等で相手と事前調整を行
い、現地で確認するくらいでないと有力（人気）企業の
試験スケジュールはすぐに埋まってしまうようです。

その他には、「マルチパーティーテスト（正式名称：
Break out Session）」という、主催側が一つのテーマを
決めて参加者を募り、それに対して、一つのテーブルに
機器を持ち寄り接続試験を実施するという試験の形態
もあります。今までの実績ですと、例えばスパイラル・
TLS等のテーマを1日2テーマ程度設定して行っている
ようです。今回のテーマはまだ検討中ですが、日本での
開催ということもありますので、IPv6やプロバイダ間接
続、PBX間の接続なども面白いかと考えています。

イベントの詳細・登録方法については以下のWeb
ページでもご覧いただけます。

□SIPitのWebページ
http://www.sipit.net/
□JPNICのWebページ
http://www.nic.ad.jp/ja/sipit18/
多くの方のご参加をお待ちしております。

（JPNIC インターネット基盤企画部 根津智子）

Akihabara, Tokyo, JAPAN

■開催概要
	［名	称］	SIPit18（SIP Interoperability Test）

	 ［	URL］	http://www.nic.ad.jp/ja/sipit18/

	 ［日	時］	2006年4月17日（月）〜21日（金）

	 ［会	場］	秋葉原コンベンションホール

	 ［主	催］	SIP Forum

	 ［日本での主催］	㈳日本ネットワークインフォメーションセンター

	 ［共	催］	WIDEプロジェクト
			  VoIP/SIP相互接続検証タスクフォース

	 ［後	援］	総務省
			  社団法人 情報通信技術委員会
			  社団法人 テレコムサービス協会
			  情報通信ネットワーク産業協会
			  HATS推進会議
			  日本VoIPフォーラム
			  IPv6普及・高度化推進協議会
			  ENUMトライアルジャパン

	 ［協	賛］	（50音順・2006年2月20日現在）
			  エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社
			  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
			  沖電気工業株式会社
			  KDDI株式会社
			  シスコシステムズ株式会社
			  株式会社ソフトフロント
			  西日本電信電話株式会社
			  日本テレコム株式会社
			  /ソフトバンクBB株式会社
			  日本電気株式会社
			  日本電信電話株式会社
			  株式会社ネットマークス
			  株式会社三菱総合研究所
			  三菱電機情報ネットワーク株式会社
			  東日本電信電話株式会社
			  株式会社フラクタリスト
			  フュージョン・コミュニケーションズ株式会社

	 ［参加費用］	 一人当たり 430ドル
				   （4日分のランチ・ドリンク費用・ソー
				   シャルイベントへの参加費用含む）

	 ［使用言語］	 英語
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JPNIC会員と語る／松下電器産業株式会社

松下電器の
インターネットへの取り組み

成田：最初に松下電器がどのようにインターネット
に取り組まれてきたかお聞かせください。
吉田：松下電器では、1986年頃から大阪大学と
UUCPでJUNETに接続をしていましたが、インター
ネットとしては、1988年に東京と大阪の研究所をIP
接続したイントラネットが第一歩となります。そし
て、1990年にWIDEインターネットと繋がることで、
ようやくIP的に外部と接続できるようになりました。
　その後、1993年頃から商用インターネットサービ
スが出てくると、松下電器でも社内イントラネットだ
けでなく、ビジネスとしてインターネットに取り組も
うという話になり、1995年にhi-hoというISPサービス
を立ち上げました。hi-hoを立ち上げた当時見据えた
将来は、家電もインターネットに繋がっている時代
でした。そうした時代が来た時に、自分たちもイン
ターネット技術やサービスを備えている必要があり、
ISP事業を始めるべきと考えたのです。

　そして、いよいよ2000年頃からインターネットに
家電を繋いで新しいサービスを始めようという気運
が出てきました。松下電器では、2003年にテレビ、
ハードディスクレコーダー、冷蔵庫、洗濯機などの
家電をインターネットに繋げるサービスと家電機器
を相次いで開始しました。現在は、ネット家電はビ
ジネスという観点で見れば、まだまだではあります
が、将来はこうした世界が広がっていくに違いない
と考えて、積極的に進めているところです。

ネット家電が
普及するためには

佐野：最近では「放送と通信の融合」というテーマが
話題になっていますね。
吉田：はい、我々の業界でも「放送と通信の融合」は
大変ホットなテーマでして、テレビがその主戦場と
なるため、放送業界にも通信業界に対しても魅力的
な仕掛けを考えているところです。その一つとして、
テレビをインターネットに繋ぎ、インターネットから
コンテンツや様々なアプリケーションを提供する「T

10 

インターネットと
家電の融合
〜安心・便利・快適な生活の実現に向けて〜

［対談者紹介］

JPNIC会員
松下電器産業株式会社 eネット事業本部
ネットワークサービスエンジニアリングセンター所長◎吉田純氏

JPNIC広報教育分野担当理事◎佐野晋
JPNIC事務局長◎成田伸一

今回は松下電器産業株式会社（以下、松下電器）を訪
ねました。eネット事業本部のCTOで、ネットワークサー
ビスエンジニアリングセンター所長の吉田純氏に、松
下電器が取り組んでおられる家電とインターネットを融
合した事業について今後の展望と課題を伺いました。
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ナビ」というサービスを行っています。テレビを使っ
たインターネットサービスの特徴は、パソコンのよう
なキーボード入力が不要なため誰でも操作が簡単
である、立ち上げが速い、画質が良いため料理や旅
行の画像を載せるのにも適しているといったところ
にあると思います。こうしたテレビならではの特徴
を活かしたコンテンツサービスができると考えてい
ます。
佐野：なるほど、既存の製品の特徴を活かしたシナ
ジー効果を考えて、インターネットを使った新たな
サービスの開発をされているということですね。一
方で、こうしたネット家電を普及させるための課題
はどのようなことだとお考えですか？
吉田：ネット家電には、まだまだ解消しないといけな
い問題は多くあります。とても基本的なことですが、
テレビの場合、テレビとホームルータを繋ぐケーブ
ルが邪魔になるという点です。こうしたちょっとした
ことで、生活の中に取り込まれにくくなるのです。
佐野：最近は無線でインターネットに繋げることが

多いので、テレビには無線モ
ジュールを接続するための
USBがあるといいですよね。
吉田：はい、そういったご意見
も頂いています。今のところ
有線で繋ぐのが前提になっ
ているためRJ-45※1がついて
いるのですが、将来的に、パ
ワーライン・コミュニケーショ
ン（PLC）※2が導入されれば、
PLCモデムをつけて、あらゆ
る家電をコンセントに繋ぐこ
とでインターネットにも繋げ
るという構想もあります。そ
うなればUSBやRJ-45等は必

要なくなり、より便利に使えるようになるわけです。
佐野：PLCが導入されれば、電源コードが情報ケー
ブルになるということですね。
吉田：松下電器には「ノンエクストラワイヤード」と
いうホームネットワークのコンセプトがあります。こ
れはホームネットワークを構築する際、できる限り
新たな配線は行わないで、電灯線や同軸ケーブル
など家にある既存のケーブルを利用するという考え
方です。現在、そのための技術開発に重点を置い
て行っているところです。
佐野：なるほど。また、ネット家電の場合、ユーザー
層の幅が広いため誰でも簡単に使えるお手軽さの
ようなことが求められますよね。
吉田：はい、家電をインターネットに繋ぐ際のユー
ザーインタフェースについても、パソコンを利用しな

※1	 RJ-45：
	 イーサネットケーブルやISDN回線などで使われる、8芯のモジュ

ラ式コネクタ
※2	 PLC（Power Line Communications）：電力線搬送通信
	 電力線を通信回線として利用する技術

左から松下電器 吉田氏、JPNIC成田事務局長、JPNIC佐野理事
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い人にも抵抗なく取り入れられるように気を使って
考えています。
成田：団塊の世代が年をとり高齢化社会に向かって
いますから、高齢者にとっても使いやすい製品であ
る必要がありますよね。
吉田：そうですね。ユーザーインタフェースもユニ
バーサルデザインが求められています。
佐野：ネット家電は見掛けのシンプルさが求められ
ますが、その裏方は大変複雑なものとなってきます
よね。
吉田：はい、簡単なものほど、裏側は複雑で高い技
術が必要とされます。2003年に出したネット家電商
品で、松下電器がこだわったのは、お客様が自分で
何かを設定しなくても簡単に使えるということです。
　また、セキュリティ的にも、一般の人がホームルー
タをゴリゴリ設定することは考えられませんし、一
方でハードウェア的には、家電のメモリ容量やCPU
能力は総じてパソコンより低いので、大きなプロ
グラムを実装するのは難しいという問題があります。
両者の問題を解決させるためには、プラグアンドプ
レイで高いセキュリティを実現する仕組みをコンパ
クトなモジュールで実現することが求められてきま
す。

セキュリティと標準化

佐野：プラグアンドプレイとセキュリティって背反す
るところがありますよね。たとえば、隣りの家の冷蔵
庫の中が見えてしまう弊害などありそうですが、そ
の点についてはどのように考えていますか？
吉田：松下電器では、機器1台1台を認識させるため、
IPアドレスとは別の機器IDを用い、新たなレイヤー
のセキュリティ層を設けて、そういったトラブルが起
きないようにしています。

　現状では、この機器IDは松下電器独自のものと
なっていますが、ネット家電を広く普及させるため
には、業界全体として取り組んでいかないといけま
せん。どこかでセキュリティ上の問題が起きてしま
うと、「ネット家電は危ういもの」という話になってし
まい、せっかくの新しいマーケットが育っていくのを
妨げることになってしまいます。
佐野：そのあたりの標準化の話は上手くいっていま
すか？
吉田：各社既存の体系があるので、なかなか難しい
ですね。
佐野：それにメーカー毎のネット家電に対する温度
差があると、まとめていくのも大変ですよね。
成田：メーカーが集まってネット家電の課題につい
て話し合う場といったものはあるのですか？
吉田：メーカー数社で研究会的なものをやったこと
はあります。未だ標準化に至っていませんが、今後
も推進していく必要があると思っています。

 
IPv6普及の普及を
どう見るか

佐野：IPv6についてはどのように取り組まれていま
すか？
吉田：家電製品は数が多いし、セキュリティの問題
を考えるとIPv6が良いと考えてきました。松下電器
では、2002年頃からIPv6接続サービスの実験を始
めていて、いつでも商用サービスが始められるよう
準備しているところですが、今は状況を見計らって
いるところです。
佐野：JPNICもこうしたインタービューで、IPv6は
いつ立ち上がりますかといった質問をよくされるの
ですが、答に困るところなんです。
吉田：先日Internet Week 2005の中で開催されたIP 

会 員 企 業 紹 介
会員名	：	松下電器産業株式会社
所在地	：	大阪府門真市大字門真1006番地
設	　立	：	1935年12月
資本金	：	2,587億4,000万円（2005年3月31日現在）
U R L	:	http://panasonic.co.jp/
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Meeting 2005でも、IPv4の枯渇予測を2012年とす
る説について話がありましたが、急速にIPv6になる
日が迫っていると感じています。
成田：突然、その時がくるんでしょうね。
吉田：もはや「IPv6になると何が嬉しいのか」という
議論をしている時代ではないのです。理屈とは関係
なく、近い将来IPv6になるのでしょう。

ネット家電でより便利で
快適な世界の実現
〜求められる信頼性〜

佐野：松下電器がネット家電で目指すところについ
てお聞かせください。
吉田：松下電器では、ホームネットワークというコン
セプトで、家電同士が繋がることで、より便利で快適
な世界を実現する可能性を追求しています。松下グ
ループの場合、パナホームというブランドの住宅か
ら、家の中で使うほとんどの家電まで幅広く扱って
いるので、トータルでのホームネットワークのあり方
を提案していけると思っています。今、インターネッ
トは大きな変革点にきているという認識
を持っています。パソコンが主体だった
これまでとは変わり、家電やセンサー等
がインターネットに繋がる主役になって
くるでしょう。
佐野：家電には、制御系のような要素も
ありますし、従来のネットワークに比べよ
り信頼性が求められますよね。
吉田：はい、家電の場合、不具合がある
と原因がネットワーク障害であっても家
電メーカーの責任になりがちです。そも
そも家電には、ボタンを押したら動くと
いう概念があります。そこにインターネッ

トの「ベストエフォート」、すなわち「ネットワークが
止まる可能性もなくはない」ということになると、こ
れまでの家電の概念からずれてきます。ネット家電
は、ベストエフォートから限りなく保証型になってい
く必要があると考えます。
　また、家電を一般のネットワークに繋ぐことにつ
いてセキュリティ的に危惧する意見もあります。そ
うした意見に対し、家電やセンサー用の「家電イン
ターネット」という仮想ネットワークを作り、一般ネッ
トワークとは別に運用するオーバーレイネットワー
ク※3という形も取り入れていった方がいいのかもし
れません。
佐野：これからのインターネットに求められるのは
ディペンダブルネットワーク、つまり信頼を寄せられ
るネットワークということなのでしょうね。また、個
人情報保護法が施行されて、プライバシーやセキュ
リティに関わる事情も変わってもきましたよね。
吉田：松下電器でも、加入時にお客様から個人情

※3	 オーバーレイネットワーク：
	 既存のネットワークを上位のレイヤーで覆うことで、各サービスやアプ

リケーションの目的に応じた繋がり方を実現するネットワーク

松下電器産業株式会社 吉田純氏
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報の取り扱いについてきちんと了解をいただくよう
にしています。難しいのは、機器の所有者が変わっ
た時に、機器に残った様々な情報をどうするかとい
う問題ですが、そうした情報もきちんと消せる仕組
みを入れて対処しています。家電は、こうした情報
の蓄積や拡散を気にせずに使う商品なので、そうし
た情報の消去にいたるまでユーザーの手を煩わさ
ず対処できるセキュリティ機能を用意しておかない
といけません。
佐野：まだアプリケーションもサービスもわからない
中で、そうした仕組みを作るのは難しいですね。
成田：家の中で繋ぐ時に、用途はもちろんプライバ
シーやセキュリティといった観点から考えても、機
器によって繋がる範囲を限定したほうがいい場合
がありそうですね。
吉田：はい、全部が同様に繋がっている必要性はな
いでしょう。オーバーレイネットワークのように、AV
機器用のネットワーク、冷蔵庫など白物家電用の
ネットワーク、プライバシーやセキュリティに関わる
機器については別のネットワーク、といった仮想的
なネットワークの設計が必要になってくるかもしれ
ません。
　また信頼性の向上と同時にコストも重要です。
ISPは価格破壊が進んでいますが、ネット家電は
ネットワークサービスの付加価値となるのではない
かと思っています。デジタル商品は以前に比べて価
格競争に陥りやすく、付加価値をつけないと売れな
かったり、原価割れしてしまう危機感というのがあ
ります。そういう意味でも、ネットワークサービスと
家電をセットにして付加価値をつけて売っていくと
いう段階に来ているのではないでしょうか。
佐野：そうですね、付加価値がなければ価格競争
を招かざるを得ないところまで来ていますね。 
吉田：また、ネット機能をつけることで、新しい機

能を提供するだけでなく、製品に障害が出ればネッ
トワーク経由ですぐにメンテナンスができ、保守メ
ンテナンスがしやすくなります。これは、コストやカ
スタマーサティスファクションといった面で大きな
メリットです。

家電業界における
人材育成

成田：松下電器では、新しいサービスや製品の考案
や新しい技術開発はどのようにされているのでしょ
うか？
吉田：インターネットが今後どのような使い方をされ
ていくかをイメージしながら技術開発をしていかな
ければならないと思っています。松下電器では、大
局的にネットワークサービスを考える我々eネット
事業本部と機器開発を行っている部門が連携して、
サービスと機器の開発を行っています。
成田：なるほど、全体を見渡した上で、様々な部門
との連携調整機能が働いているのですね。自動車の
開発の例になりますが、部門という組織の縦軸の力
に対して原価、品質といった横軸の調整力がうまく
技術的に噛み合わないとなかなか良い商品は生ま
れにくいと言われていますよね。

JPNIC広報教育分野担当理事 佐野晋
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吉田：そういう意味では、技術者には「交渉する」、
「説得する」という能力も要求されてきますね。
成田：そうですね。そういう人材はどこでも欲しが
りますよね。
吉田：家電業界はネットワーク技術者が少ないのが
困ったところです。ネット家電に取り組むには、機
器、ネットワーク、サービスのビジネスモデルや運
用のこと全てををわかっていないといけない。そう
いうスーパーマンみたいな人はとても少ないのです。
家電業界もネットワーク技術者を自社の中で育成し
ていく必要があると思います。
佐野：インターネット製品と家電は、同じハードウェ
アですが、文化も人もコストの考え方も全く違いま
すからね。それらを融合しないといけないのは本当
に大変だと思います。
吉田：また、ホームネットワークを考える上で、お客
様にとって嬉しいサービスとは何かについてもっと
調べてみる必要があると思っています。アンケート
では上位だったサービスを実現してみると、さほど
使っていただけなかったということもあります。どれ
くらいの人に喜ばれ必要とされるかの見極めが必
要になってきます。この手のものは、万人が欲しが
るものは恐らくなくて、ある程度のセグメンテーショ
ンが必要なんでしょう。
佐野：便利な人には便利で、欲しい人はそれなりの
金額でも買うんでしょうね。
吉田：本当に欲しい人に上手く当たれば、高額でも
買っていただけるわけで、それが何かなんですよね。

JPNICに期待すること

成田：さて、先ほども話題に出ましたIPv6ですが、こ
のプロモーションにおけるJPNICの役割についてど
のようにお考えですか？

吉田：JPNICが
ということでは
なく、業界全体
で取り組んでい
かないといけな
いことだと思い
ます。また、最
近では慌てな
くても近い将来
IPv6の時 代が
来ると思うよう
になりました。
佐野：そのため
の開発すべきパーツも揃ってきていますものね。
成田：JPNICもIPv6の割り振り基準と規則の準備等
していますが、こうしたこともパーツの一つとして
やっているということですね。
佐野：最後に、JPNICに期待することをお聞かせく
ださい。
吉田：IPアドレスやドメイン名といったインターネッ
トリソースを上手く使うことで、新しいサービスや
産業が立ち上がりやすくなることもあるのではない
かと思います。インターネットは、新たなフェーズに
入ってきたと実感しているので、サービスと新しい
ネットワークの仕組みだとか使い方だとかといった
ところで、この時代にふさわしい方法を一緒に考え
ていただけたらと思います。
佐野・成田：ありがとうございました。

JPNIC事務局長 成田伸一
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活動カレンダー（2005年11月〜2006年3月）

活動
報告

11月
	 24	第27回臨時総会（東京、秋葉原コンベンションホール）

12月
	 6〜9	 Internet Week 2005（横浜、パシフィコ横浜）
		 6	 DNS DAY〜安全なドメイン名管理〜
		  7	 インターネットガバナンス：過去、現在、そして未来
		 8	 第9回JPNICオープンポリシーミーティング
		 9	 IP Meeting 2005

1月
	 26	 第14回ICANN報告会（東京、JAホール）

3月
	 3	 第28回通常総会（東京、ホテルメトロポリタンエドモント）
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リアルが31、BoFが5、スポンサーによるソリュー
ションセミナーが2、となります。Internet Weekの
前身であるIP Meetingと懇親会を最終日に開催し
て最後に盛り上がりました。懇親会では横浜市の
前田正子副市長から、インターネットの普及とご担
当されている鳥インフルエンザについての興味深
いお話などご披露いただきました。

来年は2006年12月5日〜8日に開催予定です。最
後になりましたが、Internet Week 2005にご参加く
ださった皆様、誠にありがとうございました。参加
者の皆様からいただいたアンケートのご回答などを
参考にさせていただき、今年、残念ながらご参加
いただけなかった皆様をも魅了するプログラムを検
討してまいります。

◆ Internet Week 2005開催概要
【名称】
Internet Week 2005

【会期】
2005年12月6日〜9日

【会場】
パシフィコ横浜 会議センター

【URL】
http://internetweek.jp/

【主催】
社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC）

【共催】
財団法人インターネット協会（IAjapan）
�有限責任中間法人JPCERTコーディネーションセンター

（JPCERT/CC）
社団法人日本インターネットプロバイダー協会（JAIPA）
日本サン・ユーザ・グループ（NSUG）
財団法人日本データ通信協会 Telecom-ISAC Japan

Internet Week 2005 開催報告

1.	全体概要

2005年12月6日（火）〜9日（金）の4日間、パシフィ
コ横浜でInternet Week 2005を開催いたしました。
今年で9回目を迎えるInternet Week 2005の全体
概要をご報告いたします。

開催期間は幸い好天に恵まれ、約4000名の皆様
にご参加いただきました。今年は共催団体がそれ
ぞれ開催するカンファレンスの人気が特に高く、各
会場は熱気に溢れていました。「DNS DAY」、「IPv6 
DAY/Anti Spam DAY」、「Security DAY」、「IP 
Meeting/インターネットと法律DAY」というよう
に、その日の柱となるカンファレンスをピックアッ
プして「DAY」を設定したのも今回初の試みでした。
色々な団体がセッションを開催し、テーマも多彩で
あることがInternet Weekの特徴の一つですが、こ
のようにDAYを設定することで参加者の皆様に
とって、内容が少しでもわかりやすくなったとした
ら幸いです。

今年の開催実績は、カンファレンスが11、技術
動向を中心とした3時間の講義形式であるチュート

正面入り口の大看板、今年もパシフィコ横浜にて開催
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活動
報告

�特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会
（JNSA）
日本UNIXユーザ会（jus）

【協力】
日本ネットワーク・オペレーターズ・グループ（JANOG）
モバイル・コンテンツ・フォーラム（MCF）
WIDEプロジェクト（WIDE）

【後援】
総務省、文部科学省、経済産業省

【協賛】
NTTコミュニケーションズ株式会社（OCN）
株式会社日本レジストリサービス
ネットワンシステムズ株式会社
インターネットマルチフィード株式会社
株式会社SRA
株式会社創夢
東京電力株式会社
日本インターネットエクスチェンジ株式会社
ネクストコム株式会社
三菱電機情報ネットワーク株式会社

（JPNIC 広報教育部 岡部ちぐさ）

2.	DNS DAY〜安全なドメイン管理〜

本年度のDNS DAYはInternet Week 2005の初
日となる12月6日（火）に開催され、多くのDNSサー
バ管理者およびDNS関連技術者の方々にご参加い
ただきました。DNS DAYは2000年より毎年開催さ
れているカンファレンスで、運用レポートとその年
毎のトピックスを取り上げて解説し、参加者を交え
た議論をしています。

本年度のプログラムは、前半は例年通りJP DNS
サーバ、root DNSサーバの運用レポート、そして

※1	 DNSQC：�正式名称「DNS運用健全化タスクフォース」
		�  不適切に設定されているDNSサーバの是正を目的に組織さ

れたチーム

DNSの最新動向をご紹介し、後半では「安全なドメ
イン管理」と題してドメイン乗っ取り問題を中心に
ドメイン管理の在り方について参加者の皆様と議
論を行いました。

本レポートでは前後半を通じて活発な議論が行
われた今回のDNS DAYの模様をご報告致します。

◆ 運用レポート

◇ JP DNSレポート
最初にJPRSの白井出氏からJP DNSの運用レ

ポートが行われました。今年はセカンダリサーバの
一つであるc.dns.jpが運用を停止するということが
ありましたが、それ以外は大きな障害等もなく安定
したサービスの提供が行えたとのことでした。

◇ root DNSレポート
続いてWIDEプロジェクトの加藤朗氏がroot 

DNSサーバについて報告を行いました。root DNS
サーバにおけるIPv6、エニーキャストの実装状況
について説明を行う中で、エニーキャストでのDNS
サーバ選択方法についてはルーティングの専門家
を交えてさらなる検討が必要であろうという見解を
示しました。

◇ DNS最新動向
前半最後はDNS最新動向ということでインター

ネットイニシアティブ小林直氏より迷惑メール対策
についての発表、そしてJPNIC技術部小山祐司より
DNSQC※1レポートが行われました。小林氏は迷惑
メール対策の必要性、実施状況、そして対策を実
施するためのリソースレコードの記述方法の解説を、
小山はJPNICが2005年6月より実施している逆引き
Lameチェックの結果報告をそれぞれ行いました。
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ご要望はJPNICとして真摯に受けとめ前向きに検
討していきたいと考えております。

◆ 資料
http://www.nic.ad.jp/ja/materials/iw/2005/
main/dnsday/

 （JPNIC 技術部 上野晶久）

3.	インターネットガバナンス：
	 過去、現在、そして未来

Internet Week 2005期間中の12月7日（水）、「イン
ターネットガバナンス：過去、現在、そして未来」
を開催しました。2003年12月の世界情報社会サミッ
ト（WSIS）ジュネーブ会議に端を発し2005年11月の
WSISチュニス会議にて一つの節目をむかえたイン
ターネットガバナンスの議論に関し、文字通り、「イ
ンターネットガバナンスの過去、現在、そして未
来」について約70名の参加者の皆様と共に再確認
する時間となりました。

以下に、カンファレンスの概要をご紹介いたしま
す。

⑴	「インターネットガバナンス」議論の背景
（JPNIC理事 前村昌紀）

JPNIC理事の前村昌紀は、「インターネットガバナ
ンス＝インターネットを構築・運営・利用する上で
必要なルールと、その制定執行のしくみ」と定義し、
インターネットの歴史を踏まえたインターネットガ
バナンスの総論について講演しました。黎明期に
はインターネットの作り手＝動かし手＝使い手であ
り、当事者間の信頼関係の上に成り立っていたイ
ンターネットですが、その後、コミュニティの拡大、
爆発的広がりと技術革新を経て、社会資本として

◆ 安全なドメイン管理

◇ ドメイン管理の不備が招く脅威
後半最初はJPRS米谷嘉朗氏よりドメイン乗っ取

り問題についてのプレゼンテーションが行われまし
た。この中で米谷氏は、ドメイン乗っ取りがどのよ
うに可能となるのかを実例を踏まえながら詳細に解
説し、この問題に対してJPRSは積極的に対策を実
施していく方針であるということを発表しました。

◇ レジストリとしてLameチェックの重要性
続いてJPNIC小山がレジストリがLameチェッ

クを実施する必要性についての発表を行いました。
小山はLameはなぜ是正が必要なのかを説明した
上で、逆引きにおいてはRIRで既にLame是正のた
めの施策が実施されていることから、JPNICもこ
の動きに同調しLame DNSサーバに対する逆引き
ゾーン委任の一時停止を実装したいという提案を
行いました。

◇ パネルディスカッション
カンファレンスの最後にはJPCERT/CC鎌田敬

介氏、NTTコミュニケーションズ吉村知夏氏、JPRS
米谷嘉朗氏、JPNIC小山祐司をパネリストとした
パネルディスカッションを行いました。各パネリス
トが各々の立場からドメイン管理の在り方について
発表した後、参加者とのディスカッションへと移行
しました。例年にない程の活発な議論が行われる
中で、WHOIS登録情報の表示項目についてレジス
トリには再度の検討をお願いしたいという要望が寄
せられました。また、DNS関連技術に関して参加
者がより議論に参加できる形態のミーティングの開
催を熱望する声も聞かれカンファレンスは熱気あふ
れる中、閉幕となりました。今回いただいたご意見、



20 

20    JPNIC  Newsletter  No.32  March 2006

活動
報告

〈パネリスト〉
Mohamed Sharil Tarmizi
　	 ：	ICANN政府諮問委員会（GAC）議長
藤本 昌彦	：	総務省総合通信基盤局データ通信課
		  インターネット戦略企画室長
加藤 幹之	：富士通（株）経営執行役
		  法務・知的財産権本部長兼
		  安全保障輸出管理本部長
会津　泉	：	（財）ハイパーネットワーク社会研究所
		 副所長
堀田 博文	：	（株）日本レジストリサービス
		  取締役企画本部長
前村 昌紀	：	JPNIC理事                      （発表順）

コーディネータから提示された以下のトピックス
を中心に、議論が進められました。

・これまでのICANNをどう考えるか
・インターネットガバナンス作業部会（WGIG）の

活動をどう評価するか
・WSISのチュニスの結論をどう考えるか
・インターネットガバナンスフォーラム（IGF）に何

を期待するか
・今後のICANNの役割はどうあるべきか
・今後のGACの役割はどうあるべきか

これまでのICANNの在り方については、「果たし
てきた役割は評価できる点が多いが、改善の余地を
残しており今後の改革が期待される」との内容が大
方のコメントでした。WGIGの活動については、諸問

認知されるまでに至りました。インターネットにま
つわる問題は、技術的側面のみならず社会的側面
も持つようになり、マルチステークホルダーを意識
した議論が必要となっています。認識される課題
は広範に渡っており、各ステークホルダーが、課
題解決に向け社会の要請に協調的に応えていこう
とするさらなる姿勢が必要であると呼びかけました。

⑵	 International AdHoc Committeeが残したもの
（JPNIC理事 丸山直昌）

JPNIC理事の丸山直昌は、International AdHoc 
Committee（IAHC）の歴史を振り返り、インター
ネットガバナンスを考える際のキーワードとなる

“bottomup”の精神について説明しました。1996年
後半、インターネットコミュニティでは3つの問題

（独占禁止法、トップレベルドメインを増やすこと
への要求、商標権）への対応が求められるようにな
り、その解決の担い手としてIAHCが設立されまし
た。その後、bottom upを基本とした検討プロセス
を経て、IAHCにより諸問題が解決に至るかに見え
た1998年初頭、米国主導の議論へとシフトし、結
果として現在のICANNが設立されました。IAHC
は解散しましたが、“Shared Registry System”
はレジストリ・レジストラモデルに、“Substantive 
Guidelines Concerning Administrative Domain 
Name Challenge Panels”はUDRPの原型として姿
を変え、IAHCの精神がICANNの運営に引き継が
れていることが説明されました。

⑶	 パネルディスカッション
	 「インターネットガバナンスの将来」

JPNIC理事 丸山がコーディネータとなり、6名の
パネリストと共にパネルディスカッションが行われ
ました。

チュートリアルの様子
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題が客観的にまとめられ、今後の議論への足掛か
りとなった点が加藤氏により評価されました。しかし
ながら、「各国の状況の違いを越えた協調関係が望ま
れる」と訴えるSharil氏や「GACでの意見の統一化を
図りたい」との藤本氏のコメントからは、WSISやGAC
での議論が着地点の見い出しづらい政治的な議論
となっている現状が垣間見られ、問題解決の道程が
容易ではないことを感じます。先般のWSISチュニ
ス会合では、マルチステークホルダーアプローチで
インターネットガバナンスについて議論する場として、
国際連合管轄のIGFが設立されました。IGFとの関わ
りについては、「日本の意見を集約し積極的な取り組
みが望まれるのではないか（会津氏）」や「静観する段
階ではないか（掘田氏）」など異なった見解があります
が、各パネリストともIGFが個々の課題の本質とそ
れらに対する解決策が議論される場となるよう期待
していることが感じられました。

来場者からは、時間の制約上パネルディスカッ
ションに多く時間を割けなかったことを残念がる声
や、本カンファレンスのようなオープンフォーラム
を今後も期待する声を頂きました。JPNICでは、今
後も皆様と共にインターネットガバナンスの議論に
関わっていきたいと考えております。

◆ 資料
http: //www.nic.ad.jp/ja/materials / iw/2005/
main/governance/

（JPNIC インターネット政策部 高山由香利）

4.	第9回JPNIC
	 オープンポリシーミーティング

Internet Week 2005の会期中、2005年12月8日（木）

に、第9回JPNICオープンポリシーミーティング（以
下、JPOPM9）を開催いたしました。ポリシーワーキ
ンググループ（以下、ポリシー WG）が主催するミー
ティングとしては三回目となります。今回は、事
前登録で150人弱、当日も100名弱と、今までに増
して多くの皆様にご参加いただき、提案事項や報
告事項に対して活発な議論、質疑がなされました。
ご出席くださった皆様、議論に参加いただきました
皆様、ありがとうございました。

さて、今回のミーティングでは以下のように、三
つの提案と、多くの情報提供プレゼンテーションが
実施されております※2。

1.	前回までのフォローアップ
	 - 前回の宿題確認
	 -	 歴史的経緯をもつPIアドレスに関するご報告
	 -	 WHOIS WGに関するご報告
2.		 IPv6アドレスポリシー
	 - 	IPv6割り振りポリシーアップデート
	 -	［提案］プロバイダ非依存なIPv6アドレス割り

当てに関する提案
3.		［提案］RIR情報の迅速な共有体制作りの提案
4.		［提案］ IPv4プライベートアドレス拡張提案
5.		 日本・世界の動向
	 -	 IPv4アドレスの寿命に関するご報告
	 -	 第20回APNICオープンポリシーミーティング

のご報告
	 -	 インターネットガバナンスアップデート
	 -	 大規模IPv4アドレス空間実験 活動状況アッ

プデート
	 -	 JPNICアップデート 
	 -	 IPアドレス検討委員会活動報告

※2	 JPOPM9のWebページ
	 http：//www.venus.gr.jp/opf-jp/opm9
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「プロバイダ非依存なIPv6アドレス割り当てに関
する提案」では、IPv6においてもIPv4と同様、プ
ロバイダ非依存なマルチホーム用アドレス（以
下、IPv6 PIアドレス）が必要であり、配布すべき
だ、という提案でした。IPv6 PIアドレスについて
は、ARINでもその必要性について賛同が多く、配
布条件についての議論が実施されています。会場
からは、IPv6 PIアドレスはマルチホームだけでなく、
組織がプロバイダに依存しないためのアドレスとし
ても需要があるなど、IPv6 PIアドレスの必要性につ
いて肯定的な意見が多かったのですが、その配布
条件を同意が得られるように明確に決めることが難
しいといった懸念も出されました。

結論としまして、IPv6 PIアドレスの必要性について
は合意が得られ、配布条件などの細かい点を検討す
るワーキンググループを設立すること、内容詳細につ
いてはそのWGに一任し、2006年2月末から3月頭にか
けてオーストラリアにて開催される第21回APNICミー
ティングでの提案を目指す、ということになりました。

二つめの、「RIR情報の迅速な共有体制作りの提
案」では、先日発生したAPNIC でのDNS障害に対
する情報提供が不十分であったことの指摘がなさ
れ、インターネットレジストリとしてシステム障害
等の広報チャネルを確立して欲しい、という提案
がなされました。この提案についても賛同者が多く、
JPNICにインターネットユーザー向けの広報チャネ
ルを整え、障害通知などを実施する体制を整える
ことを要請するというコンセンサスが得られました。

三つめの「IPv4プライベートアドレス拡張提案」
は、大規模なIPネットワークを構築するためには、
現在規定されているIPv4プライベートアドレスで

は不足であるため、/8を三つ程度、新たにプライ
ベートアドレスとして確保すること、その際、ある
程度一意性を確保する目的で、用途の限定をすべ
きだ、という提案でした。これに対しては、プラ
イベートアドレスを増やすことのメリットについて
の疑問、用途限定の是非などが議論になり、また、
残り少ないIPv4アドレスを考えると、プライベート
空間を増やすことに対する理論武装をきちんとしな
いと、提案を通すことは難しい、などの意見が出さ
れました。この提案はコンセンサスには至らず、引
き続き検討することになりました。

今回コンセンサスが得られた二つの提案について
は今後、ip-users MLでの議論の後、ポリシー WGか
らJPNICに実装を勧告する、という流れとなります。

その他、JPOPM8での議論に基づくWHOIS WG
設立に関する報告や、IPv6アドレスポリシーの世
界的動向、IPv4アドレス枯渇に関するレポートなど、
活発な議論が実施されました。

それぞれのプレゼンテーション資料、および議事
録はJPOPM9のWebページ※2に公開しております。

ポリシー WGでは、皆様のご意見をもとに、
JPNIC・APNICへのポリシー提案、提言を実施して
いきます。皆様のご協力、およびご意見をよろしく
お願いいたします。また、ポリシー WGへのご質問・
ご提案は jpopf@venus.gr.jp までお願いいたします。

◆ 資料
http://venus.gr.jp/opf-jp/opm9/opm9-program.
html

（ポリシーワーキンググループ チェア/
NTT 情報流通プラットフォーム研究所  藤崎智宏）

活動
報告
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格的に考え始めた記念すべき年であり、まだまだ
問題の解決には時間がかかるだろうが、2006年は
インターネットガバナンスフォーラム（IGF）※3の動き
に注目しておく必要があるということでした。

その後、「ドメイン名」全般の動向についてJPRS
大橋由美氏からお話しいただきました。gTLDの
動きや、新しいsTLDの申請状況、その後JPドメイ
ン名の今年の動向などについて話がありましたが、
今年の大きな話題の一つとして、IDN（国際化ドメイ
ン名）がフィッシング詐欺に利用された事実と、そ
の危険回避策としてのICANNが用意しているIDN
実装ガイドラインの紹介や、ブラウザなどのサービ
スのIDN対応についても紹介されました。

「IP アドレス」については JPNIC の穂坂俊之から
話がありました。今年の一番大きなトピックスは、な
んといっても「IPv4 アドレスの余命予測」であると
のことです。ここ近年の IPv4 アドレス消費増加要
因について触れ、そのため世界中の関係者が予測
の見直しをしているが、以前の予測よりも早く枯渇
しそうだという展望が述べられました。その他のト
ピックスとしては、RIRとして AfriNIC が正式承認
されたこと、JPNIC では PI アドレスの管理体制強
化や個人情報保護対応を行った報告などがありま
した。

その後、「DNS & レジストリ」と題し、IPエニー
キャストの最新動向と、レジストリとしてのIANA
の組織の運営状況について、JPRSの森下泰宏氏か
ら紹介がありました。ルートサーバへのDDoS攻撃
対策が契機となりルートサーバ・TLDをはじめとす
る多くのDNSサーバでIPエニーキャストが多く導入
されているが、IPエニーキャストはBGPに依存して

5. IP Meeting 2005

IP Meetingは、もともとInternet Weekの前身と
なった会合です。「インフラとしてのインターネット
の開発・構築・運営に関わる人が一堂に集まり知
識・課題を共有し、インターネットの発展のための
議論を行う」場として、1990年から継続しています。

16回目を迎える今回は、Internet Week 2005の最
終日である12月9日（金）に開催し、約350名という大
勢の方にご参加いただきました。

ここ数年は、午前中に【今年のインターネット基
盤技術を総括するトピックスレポート】、午後は【最
新動向を伝える講演とパネルディスカッション】
という二部でプログラムを構成しています。今年の
午後の最新動向テーマは「IPとNGN −NGNは次世
代統合インフラになりえるか？−」でした。本日はそ
の概略をレポートします。

◇　　　　　◇　　　　　◇

◆午前の部「2005年トピックスレポート」

（1）	2005年のレジストリと
	 インターネットコーディネーション

JPNIC IPアドレス担当理事の前村が司会となり、
「ドメイン名」や「IPアドレス」などのインターネット
資源の観点から、今年のレジストリ回りのインター
ネットコーディネーションを語るという形式で本
セッションは進められました。

まず、総括として、WSIS/WGIGとICANNの動
きについての話が前村理事からありました。2005年
は、行政が「公共政策としてのインターネット」を本

※3	 インターネットガバナンスフォーラム（IGF）：
	 2005年12月のWSISチュニス会合の決議で発足したマルチステークホル

ダーの政策対話を行う国際連合管轄のフォーラム
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おり一対一通信という原則が通じなくなるため、導
入には十分な検討をして欲しいとの話がありました。
そうでないと本来の「信頼性向上のための技術」と
してIPエニーキャストが成り立たなくなる場合もあ
るということでした。IANAの組織の運営は依然と
して人的リソースが不足しており、関係者が一致
団結した協力体制を作れるかどうかが、今後のイ
ンターネット全体の安定運用に非常に重要である
と述べられました。

（2）	ルーティング・トポロジ動向
JPNICのIPアドレス検討委員で、NTTコミュニ

ケーションズ（株）の吉田友哉氏から、最近のイン
ターネットにおけるトラフィックの動向などを中心
に、インターネットバックボーンの状況についての
報告がありました。今年の傾向として、経路・AS
数の伸びは昨年同様の伸び傾向であるが、トラ
フィック数は国内・国際ともに2004年より増加傾向
であること、10Gbpsが本格化したこと、Private 
Peerが促進されたこと、セキュリティ攻撃が複雑
化し大規模化したこと、そのため、新たなDDoS対
策サービスもでてきたとの話がありました。ネット
ワーク・トポロジの視点で見ると、相変わらず東京
への一極集中傾向は見られ、また大手ISPが大阪
へ分散化する傾向はひとまず落ち着いたとのこと
です。また、海外とのトラフィックはアジア・USか
らのトラフィックの増加が顕著ということです。

IP Meetingの参加者は運用管理（ネットワーク管
理）者が、参加者の半数以上という状況のため、本
セッションは、昨年度と同様、アンケートでも関心
が大変高い項目でした。

（3）	セキュリティトピックス
JPCERT/CCの伊藤友里恵氏から、セキュリ

ティに関する2005年のトピックスとして、インシデ
ントの動向、CSIRTコミュニティにおける動きなど
の紹介がありました。今年の特徴として、攻撃側
の組織化・巧妙化・複雑化が顕著にあるのに加
え、ユーザー環境も複雑化している状況があるた
め、もはやインターネットの保全にはすべてのプレ
イヤーが責任をもって行動していかないといけな
いという話がありました。各自が自身の責任とミッ
ションを認識し重要インフラを防護していくことが
重要であると述べられました。

（4）	VoIPの動向
VoIP/SIP相互接続検証タスクフォース・WIDE

プロジェクトの大江将史氏から、VoIP/SIP相互
接続検証タスクフォースの活動を通じて浮き彫り
になった、異なるキャリア間におけるVoIP接続の
問題点等の報告がありました。試験の結果、ISP-
ISP間の発着信は基本的にはできるものの、高度な
サービス（保留・着信拒否等）になると、問題が多
くなるとのことです。発信番号のフォーマットやパ
ラメータの定義、セッションの保留、着信拒否、番
号通知・非通知などもISP/ベンダーによって解釈
の定義が異なるところであり、技術的な問題点の
解決を図るまでには継続的な活動が不可欠である
との話がありました。

◇　　　　　◇　　　　　◇

IP-Meeting 2005の様子 江崎氏は米国・ワシントンDCからネットワーク経由
での参加となりました。
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◆午後の部
　IPとNGN −NGNは次世代統合インフラになりえるか？−

次世代ネットワーク（NGN：Next Generation　
Network）の標準化が、ITU-Tを中心に推進されて
います。NGNとはIP技術を基盤のプロトコルとして、
インターネットとVoIPサービスを統合したり、また、
有線網と無線網のインフラ統合なども可能にすると
言われているアーキテクチャです。NGNの標準化
は、IPの領域を担当するIETFや携帯電話を担当す
る3GPP/3GPP2とも協調して推進はされているもの
の、「現在のインターネットシステム」の相互接続と
移行部分等について実践的にかつ現実的に行うた
めには、考慮するべきことが多々あるのではないか
という観点から、今回のIP Meetingのテーマとし
て取り上げるに至りました。

まず、NGNについての理解を深めるために、
「NGNの標準化と各国の動き」についてNTT（株）
の村上龍郎氏にお話しいただき、その後、総務省
の鈴木茂樹氏により、現在活動を行っている「IP
インフラ研究会のNGNに関する活動のご紹介」を
いただきました。

その後、パネリストの紹介がなされました。モデ
レータはJPNIC理事長である後藤滋樹が務め、パネ
リストとして、総務省の鈴木氏、アジア・ネットコム・
ジャパン（株）の石井秀雄氏、ソフトバンクBB（株）
の牧園啓市氏、NTT（株）の村上氏、KDDI（株）
の村上仁己氏、東京大学の江崎浩氏（ワシントンDC
からのネットワーク経由）に参加していただき、具体
的なディスカッションに入りました。まず、石井氏と
牧園氏により「NGNへの期待」が語られました。また、
無線系の話としてKDDI（株）の村上氏からも「3G・

FMC・NGN（の関係）」のお話をいただきました。

詳細な内容は紙面の関係上ご紹介できませんが、
パネリストからの最後の意見として、江崎氏から
は、「インターネットは、上下のトラフィックがますま
す対称型になる傾向がある。特にFMCは、その対
称傾向が強くなるだろう。そのようにたくさんのコ
ンテンツが流通するアーキテクチャにきちんとNGN
がなっていけるよう、一緒に議論していきたい」と
いう話がありました。

NTT（株）の村上氏からは「NGNのキーワードは
【シームレス】【オープン】ということ。NGNは未完
成ながら「次世代ネットワーク」と言ってしまったが、
これこそが議論するきっかけではないか。これか
らの通信事業者は、放送・家電・医療等の業界を
越えて議論できないと将来はないと思う。先ほど

【オープン】と言ったのは、オープンディスカッショ
ンで議論していくということであり、それこそが
NGNだと思う」と述べられていました。

総務省の鈴木氏は「【ISDN網から光の国へ】と
言っていたのが、いつの間にかNGNに変わってき
ている。今後、どのような変革が起こるのか予想
がつかない。通信の容量が増えその上に産業が花
開いていろいろなサービスが生まれてくると思うが、
その目指すところは国民の幸せであり、その方向性
については誰もが合意していると思う。行政として
は足元の動きを阻害しないように、関係者のコンセ
ンサスに向けて調整するのが役割だと思う」とおっ
しゃっていました。

石井氏からは「サービス提供側としては、今のデ
フレを打破したいというのが本心。新しいプラット
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フォームが出た段階でおもしろいサービスを考えて
展開していくことを考えなくてはいけないと思った。
しかし、NGNのオペレーションについてはもう少し
機能のところを考えてもらいたい。たとえば、トラ
ブルシュートの時間が半分になるといった利点があ
るとコストをかけやすくなるのではないか。NGNは
おもしろい技術や考え方だと思っています」とのコ
メントがありました。

牧園氏からは、「我々インターネット世代はオー
プンなプラットフォームさえあればそこで何でもで
きると思っているが、そういう感覚でやるといつか
サービスが売れなくなる時期が来ることが見えてき
た。年輩の方 も々安心して使えるような、ある意味
保守的なプラットフォームを提供するのがNGNな
んだな、と感じた」との話がありました。

KDDI（株）の村上氏からは「就職して30年経過し
たが、通信業界は本当に変化する業界で、音声で
お金がとれなくなってきている。そういう技術の変
化がサービスの変化になってきていてこれからもど
んどん変わっていくし、改めて、それを認識した。
だからこういう場での意見交換は大変重要だと思
う。本日はその記念すべき第一歩だったのではな
いか」との嬉しいお言葉をいただきました。

最後にモデレータの後藤理事長は、経営学者
ピーター・ドラッカーを引用して「未来は既に始まっ
ている」と述べていました。ある日突然未来が始ま
るのではなく、日常の中で未来が始まっているもの
であり、本日のパネルの参加者はその中にいること
を如実に感じたのではないか、また、本日のパネリ
ストはその観点でお話をいただいたと思うと感謝の
意を表していました。「NGN」という言葉で名乗って

しまったのは偉い、言葉をつければ議論の対象に
なり、こんなものという人もいれば、建設的に考え
る人もいる。すべての人に未来が見えているわけ
でもないが、我々の英知をあわせて、日本におい
てこういう検討が進むのは大変意味のあることだっ
たと思うと述べ、午後の部は終了致しました。

◇　　　　　◇　　　　　◇

今回のディスカッションは、NGNという未だ現
在進行形のアーキテクチャに対し、明確な何かの
評価を与えたという性質のものではなかったです
が、参加者に「今後のIP技術は、どうなって行くの
か」という思いを喚起できたこと、考えるきっかけ
になったことに対して、大きな意味があったと考え
ています。

アンケートでは「もっと明日すぐに役立つ内容を
望む」「経営層が聞くような内容」等のコメントもあ
りましたが、IP Meetingは、すぐには役に立たない
かもしれませんが、皆様にとっての【明日を考える
きっかけとなるもの】であるのが、IP MeetingのIP 
Meetingたるゆえんであり、そうあり続けたいとい
うのが主催者の願いです。

IP Meetingの資料は、以下Webページでご覧い
ただけます。ご興味のある方は是非ご覧ください。

　　　　　　  （JPNIC インターネット基盤企画部 根津智子）

◆ 資料
http: //www.nic.ad.jp/ja/materials / iw/2005/
main/ipmeeting/

活動
報告

最終日に開催された懇親会
で乾杯をする後藤理事長
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第14回ICANN報告会レポート

2006年1月26日（木）、東京都千代田区のJAホー
ルにて、JPNICと財団法人インターネット協会の共
催による第14回ICANN報告会を開催いたしました。
以下に、報告会の内容を項目別にご紹介します。

◆ICANNバンクーバー会議概要報告

JPNICの穂坂俊之より、2005年11月30日〜12月4
日にバンクーバーにて開催されたICANN会議の概
要報告を行いました。会議スケジュールの紹介の後、

第27回臨時総会報告

2005年11月24日（木）に、千代田区外神田の秋葉
原コンベンションホールにて第27回JPNIC臨時総
会が開催されました。理事長が村井純から後藤滋
樹に交代してから初めての総会となります。今回
の総会では1件の報告事項と4件の議案を会員の皆
様にお諮りしました。その中から2005年度補正予
算案承認、入会金及び会費等に関する細則改定、
JPNICにおけるIPv6アドレス割り振り手数料変更
の件について簡単にご報告します。

◆第1号議案：2005年度補正予算案承認の件

本議案は、第25回総会（2005/3/3）にて承認され
た2005年度収支予算に変更が生じたため作成され
た補正予算案についてお諮りしたもので、変更す
る収支予算項目について成田事務局長が全体の説
明を行いました。第1号議案は、原案のとおり承認
可決されました。

◆第2号議案：入会金及び会費等に関する細則改
定の件

本議案は、2001年以降、非営利団体正会員に対
する処置として暫定で導入してきた会費年額の30
万円を、新たに会費分類“会費 非営利”として増設
し、それに関わる細則改定についてお諮りしたもの
です。担当理事の竹村理事からの説明の後採決が
行われ、原案のとおり承認可決されました。

◆第3号議案：JPNICにおけるIPv6アドレス割り振
り手数料変更の件

本議案は、IPv6アドレス割り振り手数料変更につ
いてお諮りしたものです。議案の内容としましては、
APNICによるIPv6アドレス割り振り手数料変更に
あわせJPNICにおいてもIPv6アドレス割り振り手数
料を一定の条件を満たした場合90％減額を適用す
る、また、APNICにおいてIPv6アドレス割り振り手
数料が一律免除となった場合には、これをJPNIC
においても適用する等となっており、IPアドレス分
野担当の前村理事より説明がありました。説明終
了後、原案のとおり承認可決されました。

総会に引き続き、JPNIC理事の荒野高志（株式会
社インテック・ネットコア専務取締役CTO）より、

「IPv6の現状と将来展望〜IPv6はビジネスをどう変
えるか〜」と題した講演が行われました。

（JPNIC 総務部 細越亜紀子）

第27回総会会場の様子
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トピックであったVeriSignとICANNとの和解案の審
議および現状、sTLDドメイン名（.asiaおよび.xxx）の
審議内容、WSISワークショップにおけるインターネッ
トガバナンスの議論についてご報告しました。
詳細は下記をご参照ください。
JPNIC News ＆ Views vol.321【臨時号】（2005.12.12）

「ICANNバンクーバー会議報告」
http://www.nic.ad.jp/ja/mailmagazine/back 
number/2005/vol321.html

◆ccTLDの動向

株式会社日本レジストリサービス（JPRS）の堀田博
文氏より、国コードドメイン名支持組織（ccNSO）会
合で話し合われた議題について報告されました。

ccTLDに関する議論は各国の事情に関係するた
め、3日半行われたccTLD関連会合は決議を行う場
というよりも情報交換の場として機能しており、そ
こで得た情報をいかに各国に落とし込むかが重要
になるとのことでした。

最近では、利用者の立場により選択すべき適当
なドメイン名とは何かを考える「マーケティング」に
ついての議論もあり、ccTLD会合における議論の重
心が事務的な内容からコンテンツの議論に移行し
てきている状況が伝えられました。

◆gTLDの動向

JPNIC理事の丸山直昌より、gTLDに関する最
近の動向についての報告と、GNSOのポリシー策
定プロセス（Policy Development Process、PDP）
の説明がありました。これは、2002〜2003年の

ICANN改革の際にICANN付属定款のAnnex Aと
して定められた手続きです。“bottom up”や“rough 
consensus”を尊重する手続きで、理事会の恣意的
な決定を避ける仕組みであり、ICANN内の議論を
進める上で最適な方法であると考えられるとのこと
です。しかしながら、すべての重要案件で利用さ
れているわけではないなど改善すべき点もあり、今
後の導入状況がICANNの在り方にも影響するので
はとの意見が述べられました。

◆ICANN政府諮問委員会（GAC）報告

総務省の糸将之氏より、政府諮問委員会（GAC） 
についての報告がありました。一つ目のトピックと
して、WSISのチュニスアジェンダを考慮し、今後
のGACの在り方について議論されたことが報告さ
れました。今までボランタリーに担われてきたGAC
事務局ですが、現在事務局を担当する欧州委員会

（European Commission、EC）の任期が予算の都合
上6月末で期限をむかえるため、今後の事務局の運
営方法と活動内容について更にメールベースで検
討し、次回ウェリントン会合までに結論を出すとの
ことです。

第2のトピックであるgTLD政策については、継
続して検討されている.xxxについて、日本政府と
しては現在のところコメントを控えているが、今後
の検討のためにパブリックコメントを歓迎する旨が
伝えられました。

◆ICANN At-Large諮問委員会（ALAC）報告

At-Large諮問委員会（ALAC）の活動に関して、
財団法人ハイパーネットワーク社会研究所副所長

活動
報告
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の会津泉氏より報告がありました。バンクーバー会
合では、初めてICANN理事会のほぼ全員と会合
を持つことができ、ALACが一つのコミュニティとし
て認知されていることを実感したとのコメントが印
象的でした。ALAC内部では考え方の対立の表面
化など改善すべき点もあることから、市民社会の
代表に相応しい運営の模索がより一層必要との考
えが示されました。他に、VeriSignとICANNとの和
解案や.comレジストリの新契約案について、詳細
な説明を行っていただきました。

ICANN Wiki（http://icannwiki.org/）が開設さ
れ、そちらでも情報収集が可能になった旨の情報
提供もありました。

◆伊藤ICANN理事からの報告

株式会社ネオテニー代表取締役社長の伊藤穰
一氏より、ICANN理事会内の議論の様子が報告さ
れました。報告内容は、ここまでの5人の講演内容
を受け、理事のお立場で理事会の議論を客観的に
伝えるものでしたが、伊藤氏個人としては、理事
会内で批判的なコメントを呈することも多くあると
おっしゃっていた点は、大変興味深かったです。

.com契約案についてですが、問題の背景にはレ
ジストリとレジストラの力関係という政治的な問題
も影響しているとのことでした。現状、予算への
発言権を持つのはレジストラですが、VeriSignに
有利な契約内容となることで予算に対してもレジ
ストリであるVeriSignの発言権が大きくなることを
懸念する声が多く、レジストラの業界団体CFIT

（The Coalition for ICANN Transparency http://
www.cfit.info/）の行動に見られるように、.com契約

開会の挨拶を行うIAjapan副理事長 高橋徹氏

案に根強く反対する面 も々あるようです。結果的に
VeriSignとの和解案は再検討となりました。そもそ
もこの和解案はかなり検討を重ねて提出されてい
るため、再検討の余地があまりあるとは思えないが、
この際は徹底的に議論することも重要でないかとコ
メントされていました。

また、domain name parkingというシステムで
期限切れのドメイン名を大量に取り扱うプロのドメ
イン名登録者が出現しており、登録者と言えども
一般の登録者と立場が異なる登録者が出てきてい
るとのこと。この件については、立場の違う登録者
がいることを踏まえ、ALACが一般登録者の声を代
弁していくよう期待するとのコメントがありました。

これまでにICANNとVeriSignが契約について法
律的に争ってきた内容は、契約内容がドメイン名
に関連するか否かの見解の違いによるものであっ
たと言えます。しかしながら、新しい契約案では
ICANN内で“funnel（じょうご）”と呼ぶように、ドメ
イン名に関係すると思われる内容はすべてICANN
を通さなければならないという契約内容となってお
り、この条項が追加された点は大変評価できると
のことでした。

伊藤氏は、コメント期間を経て出される理事会
の結論が、どう展開するかは正直なところ不透明
であり、コメントを受けた理事会内でも今後議論が
分かれるのではないか、との見解を示しました。
今後の動向にも注目していきたいと思います。

（JPNIC インターネット政策部  高山由香利）
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インターネット
トピックス

第51回RIPEミーティング

2005年10月10日から14日まで、オランダ・アム
ステルダムにてRIPE51ミーティングが開催されまし
た。当地は16日のアムステルダムマラソンを控え、
街のあちこちに交通規制予告の張り紙が見られまし
た。ミーティング期間中は最高気温が20℃前後で
私には快適でしたが、マラソンには少し暑かったか
もしれません。

以下に今回の会議の主要トピックを、アドレスポ
リシーを中心にご紹介いたします。

◆アドレスポリシー・ワーキングループ（WG）
今回のアドレスポリシー WGでは、以下の提案が

議論されました。

（1）	IPv4アドレス（以下IPv4）追加割り振り基準へ
のHD-ratio適用

IPv4の追加割り振り基準（現在は既割り振り空
間の80％を使用していること）を変更する提案です

が、賛成と反対に意見が分かれている状態で、引き
続きメーリングリスト（ML）で議論するという結論に
なりました。

（2）	ccTLD/gTLD DNSのエニーキャスト※1用プロ
バイダ非依存アドレス

ccTLD及びgTLDのネームサーバのエニーキャス
ト用に、プロバイダ非依存のIPv4（/24）又はIPv6ア
ドレス（以下IPv6）（/32）、もしくはその両方を割り当
てることができるとする提案です。IPv6のプロバイ
ダ非依存アドレスについてはIETFでも議論中である
ことなどから、MLで議論を継続することとなりまし
た。

（3）	IPv6初期割り振り要件の見直し
現行のIPv6初期割り振り要件の一つである「2年

以内に最低でも200の/48の割り当てを行う計画が
ある」という要件を撤廃するという提案です。会場で
は、この要件を撤廃すると、LIRは全てIPv6の割り振
りを受けられることになるがそれで本当に良いのか
などの意見が出され、本提案は一旦提案者に差し戻
して、内容を再検討することとなりました。

（4）	IPv6ポリシーにおけるエンドサイトの定義について
IPv6ポリシー中に出てくる「エンドサイト」の定義

箇所を、よりわかりやすい説明に書き換えようとい
う提案です。エンドサイトの定義上、ISPと「ビジネ
ス上の関係にあること」という文言があるのですが、

「大学と生徒は『ビジネス』上の関係にあると言えるの第51回RIPEミーティング総会の模様
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第51回RIPEミーティング

か」などの意見が出て、引き続きMLで議論すること
となりました。

（5）	IPv6の割り当てと利用率要件の変更
現在、IPv6のエンドサイトへの割り当ては基本的

には/48で、サブネットが一つと決まっている場合
/64、接続機器が一つと決まっている場合/128とさ
れています。本提案は、これらに追加して/56とい
う割り当てサイズを定義したうえで、さらにHD-ratio
の基準値を現在の0.8から0.94へ変更しようとする
ものです。割り当てサイズの変更、HD-ratioの変更
共に節約方向での変更と言えます。

本提案とほぼ同様の提案は2005年9月のAPNIC
ミーティングでも提出されています※2。APNICミー
ティングでは、割り当てサイズの変更については賛
同が得られなかったものの、HD-ratioの変更につい
てはコンセンサスとなっています。RIPEミーティン
グに出された提案がAPNICへ提出されたものと違う
点は、「割り当てサイズをどのプリフィクスにするか
はLIRの判断に委ねる」とされた所です。APNICミー
ティングでの提案では、「サブネットが255超であれ
ば/48、255以下であれば/56を割り当てる」とされ
ていました。

今回のRIPEミーティングでは、割り当てサイズの
変更とHD-ratioの変更は独立して議論すべきだとの
意見が出た結果、これを別々の提案として分けたう
えで、それぞれを今後MLで継続して議論していく、

という結論になっています。

（6）	IANAからRIRへのIPv6割り振りポリシー
本件は既にARIN、APNICでコンセンサスを得て

いる内容となります。RIPEでも今回特に反対意見が
無かったため、ML上で最終コメント期間に入ること
となりました。ここでも特に反対なければ、コンセン
サスとして扱われることとなります。

◆DNS WG
2005年9月のAPNICミーティングでもコンセン

サスを得たip6.int廃止について議論されました。
APNICミーティングでは廃止の時期を「2006年6月1
日以降で調整」としていますが、RIPEでは「6bone※3

の停止と同時期（2006年6月6日）くらい」として、コ
ンセンサスとなっています。本提案は今後引き続き
他地域でも議論され、廃止の日程が協議されること
となります。

◆その他の話題 - IPv4の寿命 -
APNICのGeoff Huston氏が「IPv4 Address 

Lifetime Expectancy Revisited」と題し、IPv4の寿

※1	 エニーキャストアドレス（Anycast Address）
	 IPアドレスは、一般的に特定のインタフェースへ一意に割り当てま

すが（ユニキャストアドレス）、それに対して、エニーキャストアド
レスは、 複数のインタフェースに割り当てられたIPアドレスです。

※2	 JPNIC News & Views vol.293
	 「IPv6アドレスポリシーの変更について
	 〜第20回APNICオープンポリシーミーティングでの議論〜」
	 http://www.nic.ad.jp/ja/mailmagazine/backnumber/2005/

vol293.html
※3	 6bone
	 http://www.nic.ad.jp/ja/basics/terms/6bone.html
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命予測のアップデートを行いました※4。RIRの2005
年の割り振り量等を考慮に入れ、従来の予測を更
新したものです。これによると、IANAからRIRへの
割り振りアドレスが底をつくのは2012年8月5日、
RIRからLIRへの割り振りアドレスが底をつくのは
2014年5月2日とされています。同氏が2003年に
行った予測※5では、RIRからLIRへの割り振りアドレ
スが底をつくのが2022年としていましたから、それ

よりも予測枯渇時期が早まったことになります。

同氏はこれからIPv4の残りが少なくなってくるに
つれ、駆け込み申請やアドレス売買の可能性など
様々な問題が発生する可能性があり、RIRやコミュ
ニティはこれらの問題にどう対処していくべきか考
える必要があるのではないか、との問題提起を行い
ました。

ARIN XVIミーティング

今回のARINミーティングは2005年10月25日
（火）から10月28日（金）、ロサンゼルスのユニバーサ
ルシティで開催されました。

ユニバーサルスタジオから歩いて15分のヒルト
ンホテルが会場でしたが、場所がどこであってもT
シャツにジーンズ姿の業界の方々がIPアドレス管理
について議論を行うことに変わりはなく、華やかな
雰囲気が漂っているということはありませんでした。

例年、秋のARINミーティングはNANOGとあわせ
ての開催ということもあり、参加者約190名のうち、
NANOG、ARIN両方の参加者は135名だそうです。
管轄地域が主に北米のため、米国カラーが非常に
強いことがARINミーティングの特徴です。どんな些
細なことでもきちんと議論を行う土壌のせいか、今
回も話題は盛りだくさんでした。

特に注目すべきトピックスとして、IPv4アドレス（以
下、IPv4）の寿命予測、IPv6アドレス（以下、IPv6）
ポリシーの変更、IPv6におけるPIアドレス、そして
AS番号の4ビット化、についてご紹介したいと思い
ます。

◆IPv4の寿命予測
ARINミーティングの議長でもあるJohn Curran氏

がモデレーターを務め、Geoff Huston氏（APNIC）、
Tony Hain氏（Cisco Systems）、Thomas Narten氏

（所属の明記なし）とKC Claffy氏（CAIDA）がそれぞポリシー SIGの様子
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ARIN XVIミーティング

会場ではこの発表を受け、最大割り振りサイズを
制限すべきではないかという意見や、今後WGを結
成して、アドレス枯渇にかかる課題を検討していけ
ばどうかという提案など、活発な発言がありまし
た。枯渇に至るにはまだ時間があるとはいえ、今後
も引き続きアドレスの消費状況、各RIRでの議論の
動向等を注視する必要がありそうです。

（JPNIC IP 事業部  穂坂俊之）

※4	 ミーティング発表資料
	 http://www.ripe.net/ripe/meetings/ripe-51/presentations/pdf/

ripe51-ipv4-lifetime-rev.pdf
※5	 "IPv4 - How long have we got? " - The ISP Column
	 http://www.potaroo.net/ispcolumn/2003-07-v4-address-lifetime/

ale.html

れの見解を発表し、パネルディスカッションを行い
ました。

IPv4の寿命予測について、Geoff Huston氏は8年、
Tony Hain氏は5〜7年としています。二人の予測に
若干の差異が生じているのは、過去のどの時点の推
移を参考に今後の伸びを予測しているかによって、
消費カーブか異なることと、どの時点（IANAプール
が尽きた時点か、RIRプールが尽きた時点）で「枯渇」
と見なすのかということが理由です。

また、Geoff Huston氏は予測されている寿命の正
確性そのものよりも、実際に枯渇した場合の対策に
目を向けています。具体的にはIPv4が枯渇した時点
でIPv6への完全移行が完了していない可能性が高
く、「その間のアドレッシングをどうするべきか」とい
うことについて問題提起が行われていました。

また、そのようなことが起こった場合、IPv4が市

場に出回ることも予測され、RIRをはじめとするレジ
ストリの役割についてもコミュニティに対して問いか
けてました。

これはJPNICでも大きな取り組みが必要な問題と
考え、2005年12月より番号資源利用状況調査研究
専門家チームを設立して調査を進めています。今後
調査結果を発表し、みなさまと一緒に検討を進めて
いきたいと考えています。

◆IPv6ポリシーの変更
以下二つに分けて提案が行われました。

・追加割り振り利用率の変更（HD-ratio 0.8→
0.94）

・/48以外の新たな割り当てサイズの追加

1点目の追加割り振り利用率の変更については
APNICで行われた提案と同じ内容で、ここでも参加
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者からのコンセンサスが得られました。

新たな割り当てサイズを設けることについては今
回のミーティングで結論は出ず、今後コミュニティ
の意見を反映させたうえで改めて具体的な提案を行
うことになりました。

こちらについて当初はAPNIC、RIPE同様、既存
の/48に加えて/56の割り当てサイズを追加すること
が提案されましたが、参加者から「割り当ては可変的
に行うべき（つまりビット単位で割り当てサイズが決
定できるべき）」とのコメントがあり、他の参加者から
も支持するコメントがいくつかありました。

その後、議長から「既存の/48よりもより小さな割
り当てサイズを検討するべきか」と「割り当てサイズ
を固定ではなく、可変とするべきか」の2点について
確認が行われた際、どちらも賛成者数が反対者数を
大きく上回ったため、この点も考慮したうえで、次
回のARINミーティングで提案が行われることになる
かと思います。

◆IPv6におけるPIアドレス
過去数回のミーティングから継続議論として提案

されており、特に現在IPv4でマルチホームを行って
いる組織については強いニーズが確かにあることは
共通認識として確立されているようです。

ただし、具体的な基準を定めることで難航してお
り、今回の提案では「100,000ホスト以上を持つネッ
トワーク」ということが基準に含まれていたため、「割
り振り基準よりも厳しいじゃないか」と不評を買って
いました。

経路情報集約のため、あまりにも誰でも取得でき
るようにするべきではないとの考えもあり、基準を
緩和しすぎず、かつ必要な人に取得してもらえる、
バランスのよい基準というのはなかなか難しいよう
です。引き続き、ARINのメーリングリストで活発に
議論が行われています。

スレッド名："2005-1 or its logical successor"
http://lists.arin.net/pipermail/ppml/

また、IPv6におけるPIアドレスは国内において
も前回のJPNICオープンポリシーミーティング※1で
ニーズが確認され、今後のAPNICミーティングでの
提案に向けて、IPv6 PIアドレスWGで検討を進めら
れています。

◆AS番号の4バイト化
正式な提案としてではなく、今後ポリシー提案を

検討している参加者が自分の案を紹介して参加者の
感触をさぐるPolicy BoFにてGeoff Hustonより紹介
されたものです。現時点では以下のスケジュール案
をもとに進めたいと考えているそうです。
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2007年1月	 4バイトのASも申請可能とする
2009年1月	 4バイトのASをデフォルト分配
2010年1月	 2バイトASの分配停止

その後、アジア太平洋地域においても2月27日よ
りオーストラリア・パースで開催されるAPNICミー
ティング※2でGeoff Huston氏から提案が行われてい
ます。

◆NRO NCの選出
現職Lee Howard氏に代わり、Martin Hannigan

氏が選出されました。

◆提案事項の結果一覧
2005-1：	 IPv6におけるPIアドレス

コンセンサスには至らなかったが、継続
議論を行う。今後ACは提案者と調整しな
がら、コミュニティからの意見を反映した
内容で再提案を行う。

2005-2：	 ARIN WHOISにおける情報の扱い
	 提案者が取り下げ
2005-4：	 AfriNIC設立に伴うポリシー変更
	 アフリカ地域をARINポリシー適用対象か

ら省くことでコンセンサス
2005-5：	 IPv6 HD-ratioの変更
	 0.8⇒0.94への変更でコンセンサス
2005-6：	 エニーキャスト向けのアドレスの割り当て
	 却下

2005-7:	 マルチホームの定義の変更
	 現実に即した定義に変更することでコン

センサス
2005-8：	 IPv6割り当てサイズの変更
	 コンセンサスには至らなかったが、継続

議論を行う。今後ACは提案者と調整しな
がら、コミュニティからの意見を反映した
内容で再提案を行う。

◆参考情報
ARIN XVIプレゼンテーション資料
http://www.arin.net/meetings/minutes/ARIN_XVI/
ppm.html

（JPNIC IP 事業部 奥谷泉）

※1	 第9回JPNICオープンポリシーミーティング
	 「プロバイダ非依存なIPv6アドレス割当に関する提案」
	 http://venus.gr.jp/opf-jp/opm9/opm9-program.html
※2	 prop-032-v001: 4-byte AS number policy proposal
	 vhttp://www.apnic.net/docs/policy/discussions/prop-032-v001.
	 txt
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2005年10月20日および21日、スイス・ジュネー
ブにて、WIPO仲裁センター主催のWorkshop、

“Advanced Domain Name Dispute Resolution”が
開催されました。ジュネーブはヨーロッパ最大の淡
水湖であるレマン湖に面し、国連の欧州本部をはじ
めとする多くの国際機関を抱える静かな落ち着いた
街です。WIPO本部は国連欧州本部のすぐ隣にあり、
Workshopは、このWIPO本部の1階会議室で行われ
ました。今回、日本からはJPNIC丸山直昌理事およ
び私が昨年に続き参加し、また、今年はJPNICドメ
イン名検討委員会委員長の早川吉尚氏（立教大学教
授）も参加しました。以下、Workshopの主なプログ
ラムをかいつまんでご説明します。

WIPO仲裁センター（以下、センター）は、1999
年12月以 来、これまで8000件を超えるUDRP

（Uniform Domain Name Dispute Resolution 
Policy：統一ドメイン名紛争処理方針）※1に基づく申
立を受け付け、裁定を下してきました。Workshop
は、これらの裁定に関連して同センターに蓄積され
た情報を参加者に提供することを主な目的として開
催されたもので、毎年CLE※2の対象にもなっていま
す。Workshopでは、センタースタッフおよび著名な
パネリスト※3経験者David Bernstein氏とパネリスト
経験者のAnna Carabelli氏らが主な講師を務め、セ
ンターやUDRPの法的枠組みの解説、UDRP重要条
文の解説、最近の重要裁定の紹介、UDRPに基づ
くドメイン名紛争で裁判にも至った事例の紹介等が
ありました。参加者にはドメイン名紛争の仮想事例

（Case Scenario）が事前に送付され、参加者は予め
目を通し、考えをまとめておくことが求められます。

参加者の多くは今回が初めての参加であることを
考慮して、Workshopでは、まずセンターやUDRPの
法的枠組みの解説がセンタースタッフより行われま
した。

その後のBernstein氏およびCarabelli氏による
UDRPの条文についての解説は、特にUDRP第4節
a.の（i）から（iii）を中心に行われました。第4節a.の（i）
から（iii）は、申立人側が申立の中で立証しなければ
ならない3項目を定めるものです。両パネリスト経験
者による解説は、条文の一般的解説にとどまらず、
実際の事例の中で上記3項目の立証の成否を左右し
得るような具体的な状況例、例えば「商標権の成立
のタイミングとドメイン名の登録」「批判サイト（の正
当性）」等、微妙な典型的状況例が列挙され、さらに
典型的な各状況例について、「Majority View（パネ
リスト間の多数意見）」「Consensus View（パネリ
スト間の統一的な意見）」が明確に表示された上で解
説がなされました。

UDRPに基づくドメイン名紛争で裁判にも至っ
た事例に関しては、センタースタッフEun-Joo Min
氏より、スペインやアメリカ、韓国で裁判に至っ
たケースの紹介がありました。裁判に至った場合
でもその情報がセンターに自動的に入ってくるわ
けではありません。そのため、センターは、昨年の
Workshopでは、ほとんど裁判事例を把握していな
いと言っていましたが、その後かなり時間をかけて
情報を収集したようでした。

また、上記解説の合間に何度かグループに分かれ
てディスカッションが行われました。ある状況例の
解説の後、その状況例を反映したCase Scenarioに
ついてディスカッションが行われ、参加者はディス
カッションを通じて各状況例におけるポイントに対
する自身の理解度を確認することができます。

ちなみに、今年のCase Scenarioは、センターへ
の過去の実際の申立を参考にして作成されたものだ
ということで、昨年のものと比べて現実に参考にな
る事例だったと思います。

WIPO Workshop
“Advanced Domain Name 
Dispute Resolution”レポート
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WIPO Workshop
“Advanced Domain Name 
Dispute Resolution”レポート

今年のプログラムの中には昨年とは全く違う趣
旨のものが一つありました。それは、センターのパ
ネリストを務めたことのない人（ドイツのBMW社、
SeniorLegal CounselのAimee Gessner氏）がインス
トラクターを務めたプログラムです。

Gessner氏からは、BMW社の商標保護方針や同
社のドメイン名紛争事例についての解説がありまし
た。同社は過去にUDRPに基づく申立を800件以上
も行ったということで、多くの事例紹介がありまし
た。こうした話は、企業から派遣されていた人達に
とっては現実的で参考になるものだったのではない
かと思います。センターは来年以降のWorkshopに
も同様の内容を含める予定だということでした。

Workshopには今年は19ヶ国から予定定員（50
名）を超える参加者があり、Workshop初日の夜には
WIPOの最上階の部屋でカクテル・レセプションが
行われました。同レセプションや2日間の昼食会等
では他の参加者から各国のDRP制度やドメイン名紛
争の現状について話を聞くことができました。参加
者の多くは各国弁護士で、顧客の要望に応えるため
に知識を得たいという人が多いようでしたが、イタ
リアのGucci社やドイツのMerck社といった一般企
業の法務部門から派遣されていた人もおり、パネリ
スト経験者も数名参加していました。

前述の早川氏は、レセプションや昼食会でセン
タースタッフやパネリストと積極的に情報交換をし
ていましたが、Workshopの中でも挙手し、予め用
意した資料を配布してUDRPとJP-DRPの比較につ
いて紹介する等して他の参加者の関心を集めていま
した。

WIPO仲裁センターは、UDRPに基づく申立を過
去最も多く処理してきた紛争機関です。しかし、申

立の処理はセンターおよびセンター指名のパネリス
トにより処理され、当事者の審問や公開の審理等
は行われません。また、センターの下す裁定は公表
はされているものの、裁定の傾向の分析等に関する
情報等はあまり蓄積されていないのが現状です。ま
た、こうしたWorkshop等を開催している機関も他に
はないため、センターのWorkshopはドメイン名紛争
のトレンドや情報を得ることができる年1回の貴重な
機会だと思います。

なお、同様のWorkshopは、来年も同時期に開催
される予定になっています。

（JPNIC インターネット政策部 小久保明日香）

※1	 UDRP:
	 http://www.nic.ad.jp/ja/drp/udrp.html
	 http://www.nic.ad.jp/ja/tech/glos-kz.html#03-uDRP
	 ・UDRP紛争処理方針（翻訳文）
		  http://www.nic.ad.jp/ja/translation/icann/icann-udrp-policy-j.

html
	 ・UDRP手続規則（翻訳文）
		  http://www.nic.ad.jp/ja/translation/icann/icann-udrp-rules-j.

html
※2	 CLE:
	 Continuing Legal Education（研修受講義務）の略。日本の弁護

士資格と異なり、海外特に米国の弁護士資格の中には資格取得後、
CLEとして認定された講座の受講が義務付けられているものがあ
ります。受講を怠ると資格の継続は認められません。

※3	 パネリスト:
	 UDRPに基づくドメイン名紛争において、紛争機関（センター）から

の指名により審理を行い、裁定を下す人

WIPO Workshopの様子
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◆これまでのいきさつ
2003年に行われた世界情報社会サミット（WSIS） 

ジュネーブ会合に端を発したインターネットガバナ
ンスの議論は、2004年に国連事務総長配下のワー
キンググループ（WGIG）を作り、そのWGIGがイン
ターネット資源管理を含むインターネットガバナンス
の現状と問題点をまとめた文書を発表し、2005年
7月に最終報告書を上程するという一連の作業を経
て、2005年11月16日から18日までのWSISチュニス
会合で一つの節目を迎えました。

2005年7月のWGIG最終報告書の中では、現在
ICANNが行っているルートサーバ、ドメイン名、IP
アドレスの管理の監視形態を今後どうしていくかに
ついて複数の提案が行われ、この最終報告書を基
にサミット前の準備会合を経て最終文書の内容に関
する交渉が各国間で行われることになりました。

サミットの準備会合では、米国が現在の管理体制
を支持する主張をし、これに対しEUは政府の責任・
関与を現状より高めるべきという提案を行います。
一方途上国側は米国一国がICANN監督機能を握っ
ていることへの強い問題意識からこの「米国一国支
配」状態を解消するよう求めるというそれぞれの立場
の違いから、意見の一致を見るのが非常に難しい状
況となりました。

しかし本会合前夜の最後の2時間でなんとか各国
が最終文書に合意し、無事文書を発表できることと
なりました。インターネットガバナンスに関する事項
は、「チュニスアジェンダ」と呼ばれる文書に集約し
て記述されています。

◆インターネットガバナンスフォーラム
この「チュニスアジェンダ」で設立されることが決

まったのが、「インターネットガバナンスフォーラム

（IGF）」です。結局、WSISチュニス会合では現行の
インターネットの管理体制に影響を及ぼす決定はな
されず、議論はさらにこのIGFに持ち越されることと
なりました。

チュニスアジェンダでは、第72-79段落にIGF
の規定が見られます。以下に主な記述を抜粋し
ます。（総務省参考訳：http://www.soumu.go.jp/
s-news/2005/051119_1.htmlより）

72.	我々は、国連事務総長に対し、開かれた包括的
なプロセスにより、2006年第二四半期までに、
マルチステークホルダーの政策対話のための
新しいフォーラムの会合を開催することを求め
る。これをインターネットガバナンスフォーラム

（IGF）と呼ぶ。

73.	インターネットガバナンスフォーラムは、その作
業と機能において、多国間、マルチステークホ
ルダー、民主的、及び透明であるべきである。

77.	IGFは監督権限を持たず、既存の取り決め、仕組
み、機関や組織を置き換えることは行わない。し
かし、それぞれを包括し、その能力を活用するも
のである。IGFは中立で、重複することなく、拘
束力のないプロセスに基づいて進められる。こ
こにはインターネットの日常的又は技術的運営
は含まれない。

これらの記述を要約・解釈すると、以下のように
なります。

・国際連合管轄でインターネットガバナンス
フォーラム（IGF）を設立し、マルチステークホ
ルダーアプローチで最低5年間維持する。

・IGFは既存の組織や取り決めなどを置き換え

インターネットガバナンスに関する
最新動向
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るものではなく、対話のための場である。
・議論の対象となっていたICANNの体制は、米

国政府の関与を含めて当面現状のまま維持さ
れる。

実質は、WSISジュネーブ会合に引き続いて再度
先送りされたということができるでしょう。ただ、米
国一国支配という批判に対しては、次の文を入れる
ことで合意したので、ある程度途上国側としても納
得できる結論になったということは言えると思いま
す。

63.	〜各国は、他の国の国別ドメイン名（ccTLD）に
関する意思決定に関与してはならない。〜

69.	我々は、インターネットに関する国際的な公共
政策課題に関して、各政府が同等の立場でそれ
ぞれの役割や責任を果たすことを可能にするた
め、将来、拡張した協力の必要が生じることを認
識する。

◆マルチステークホルダー
3年越しで議論されているインターネットガバナ

ンスの問題ですが、WSIS/WGIGの一連のプロセス
において議論を行っていたのは政府関係者だけで
はありません。議論の対象となった当のICANNも
WSIS/WGIGワークショップの開催を通じて参加者
と逐一議論の場を設け、情報の共有を行っていまし
たし、地域インターネットレジストリもそれぞれの地
域ミーティングでインターネットガバナンスに関する
セッションを設けたりしており、民間、市民社会の
参加者も活発に意見交換、主張、提言を行ってきま
した。

集中的に議論を行ったWGIGも、政府関係者、民
間、市民社会という複数の背景を持つメンバーがバ

ランス良く参加し、論点を整理し、報告をまとめ上
げることができた点で評価できると言えるでしょう。
IGFの規定の中にある「マルチステークホルダーであ
るべき」という記述は、その有用性、重要性を政府
関係者側も認めたということだと思います。今後も
インターネットガバナンスに関する議論は、今まで
通りにこのマルチステークホルダーアプローチで行
われることになります。

◆今後の展開
設立されることが決まったIGFは、2005年末の時

点では2006年6月を目処にギリシャのアテネで開か
れることがほぼ決まっていると言われていました。
2006年1月時点ではようやくIGFのWebサイトが開
設※1され、2006年2月16日と17日の両日にスイスの
ジュネーブでIGF 開催のための準備会合を開くこと
がアナウンスされました。

その後、IGFのアジェンダをどうするか、費用は誰
がどう負担するべきか、会合の頻度と期間はどうす
べきか、などのアンケートがIGFのWebサイトに公開
され、回答を受け付けています。IGFの運営につい
てはまだほとんど何も決まっていないということが、
このことからも伺えます。

JPNICとしてはこれからもIGFの準備状況を逐一
追いつつ、議論に何らかの形で関わっていきたいと
考えています。

（JPNIC インターネット政策部　穂坂俊之）

※1	 The Internet Governance Forum （IGF）
	 http://www.intgovforum.org/
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インターネット技術の標準化を推進する団体とし
てIETFがあります。IETF（Internet Engineering 
Task Force）では、新しい技術仕様についてオー
プンな議論が行われ、ここでの議論を経てイ
ンターネット技術の標準「RFC（Request For 
Comments）」が生まれます。

RFCとはインターネット利用者、運用担当者、開
発者等に有益と判断された情報を公開するための文
書シリーズで、インターネット技術の発展に伴い常
に新しいRFCが発行され続けています。

以下では、RFCの種類とその標準化プロセスにつ
いてご紹介します。

◆ RFCの種類
RFCは、5種類のドキュメント種別が存在してお

り、情報の性質により区別されます。

（1）Standard Track RFC

IETFでは技術分野毎に組織されるワーキンググ
ループという単位で議論、検討を行っています。
Standard Track RFCとは、ワーキンググループで
コンセンサスが得られた業界での国際標準とすべき
仕様をまとめたドキュメントです。PS（Proposed 
Standard）、DS（Draft Standard）を経て、S

（Standard）となります。PSは複数の組織での独立
な実装テストと相互接続性の確認が条件、DSは実
質的かつ広範囲での運用テストが条件とされていま
す。S（Standard）の状態になると、STD番号が割り
振られます。現在、STD番号を割り振られているド
キュメントは非常に少数であり、実質的には、DSの
RFCになると、国際標準とみなすことができます。
なお、最近では、必ずしも、複数での独立な実装テ
ストと相互接続性の確認が行われなくてもPSとして

RFC化される場合も見受けられるようになってきま
した。

（2）Informational RFC

Standard Trackには分類されませんが、業界に
とって有用な情報を含むドキュメントです。例え
ば、各組織固有の仕様であっても、それが標準仕様
の議論や策定に有効と認められる場合に、RFCとす
ることができます。企業が標準化を待たずに製品展
開を行うような場合に、Informational RFCとしてそ
の仕様を広く公開し、事実上のStandardの地位を確
立するための手段としてもしばしば利用されます。

（3）Experimental RFC

標準化が目的ではなく、研究等の目的で検討され
る技術仕様に関するドキュメントです。純粋な研究
目的の場合と、企業が企業固有の仕様を使ってそれ
を標準化しようとする場合などに用いられます。

（4）Historical RFC

標準化過程での議論の経過など、過去の記録と
して残すべき情報に関するドキュメントです。IPv6
技術の検討経過などがHistorical RFCとなっていま
す。

（5）Best Current Practice

直訳すると「現時点での最善の方法」となり、その
時点で最善だと考えられるインターネット管理運用
手法やIETFでの標準化プロセスなどを文書化する際
に用いられます。

各組織は、各自のIETFにおける発言力とビジネ

インターネット技術の標準化プロセス〜
RFC とは？
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ス戦略に基づいて、どのTrackを用いて技術仕様の
標準化を進めるべきかを検討しています。Standard 
Trackでの活動は王道ですが、ドキュメントが作成
されRFCとなるまでは、1年以上の月日を必要とする
のが一般的で、Informational RFCやExperimental 
RFCを用いて、より迅速な仕様の公開と普及を図る
組織も少なくありません。

◆ 標準化プロセス
IETFにおいては以下の技術標準化プロセスを経

てRFCが発行されます。

（1）Internet-Draftの投稿

Internet-Draftとは、その時点でまだ標準化されて
いない下書き段階の仕様書のことです。各個人が自
由に投稿することができ、6 ヶ月間IETFのFTPサー
バおよびWEBサーバに置かれます。Internet-Draftは、
6 ヶ月でArchiveから消えていくWork-in-Progressの
ドキュメントです。Internet-Draftには、ワーキング
グループとして投稿・管理されるドキュメントと、個
人として投稿されるドキュメントとがあります。

（2）Internet-Draftの成熟

Internet-Draftが、インターネット業界に有益な情
報を含んでおり、将来的に標準化されるに相応しい
と判断されるとIETFで継続的に議論、検討が行われ
ます。その結果は逐次Internet-Draftに反映され、そ
のInternet-Draftはより成熟したものとなります。

（3）IESGの承認

IESG（Internet Engineering Steering Group）と
は、IETFにおいて議論されるインターネット技術の
標準化に関する責任を負い、IETFが作成するRFC

の取り扱い方法について決定をくだす組織です。
Internet-DraftがRFCとして発行されるのに十分成熟
したと判断されると、IESGに対してRFC発行の申請
が行われます。申請が承認されると、そのInternet-
DraftにはRFC番号が割り当てられ、IETFのFTPお
よびWEBサーバを通じて公式に参照可能なドキュメ
ントとなります。

◆ 今後の展望
1990年後半のインターネット産業の急成長に伴

い、IETFへの参加者数の増加と関係するコミュニ
ティの多様化が進展しました。その結果、IETFにお
ける技術検討やコンセンサスの形成に必要な時間
が、長期化してしまう傾向が観測されるようになっ
てきました。これに対応するためか、最近では、
ワーキンググループでの技術検討において少人数の
デザインチームを形成し、技術仕様確立の迅速化
が行われるようになっています。さらに、標準化速
度の迅速化と実態に合ったStandard Trackの再検
討、あるいは、知的財産権に関する対応方法など、
インターネット標準（STANDARD）化プロセスの見直
しに関する検討も始まっています。
（JPNIC 理事 /WIDEプロジェクトボードメンバー/ 東京大学教授 江崎 浩）

（編集 :JPNIC 技術部）



IN
TE

RN
ET

 T
OP

IC
S

42    JPNIC  Newsletter  No.32  March 2006

42 

	

1. 全体会議報告

◆概要
2005年11月6日（日）〜11月11日（金）、カナダの

バンクーバーにあるThe Westin Bayshore Resort 
and Marinaにて、第64回IETFが開かれました。今
回のホストはNortel社で、スポンサーはBC.NET、
Symantec社、Telus社の3組織です。Symantec
社を除いて、すべてカナダを拠点にしているネット
ワーク関連の企業や任意団体です。

IETFチェアの発表によると今回のIETFの参加登
録者数は1,291名でした。前回（第63回）の1,454名
よりは少ないものの、1,100名から1,500名で推移
しているここ2年間では、まずまずといったところで
す。この時期のIETFは毎年アメリカ国内で行われて
きましたが、アメリカへの入国手続きが煩雑化して
いる国に配慮してか、今回はカナダで開催されまし
た。参加国は40ヶ国と多かったのはその影響かも知
れません。

IETFミーティングは基本的に、初日から始まる
チュートリアルと2日目以降に行われるWGやBoFの
セッション、4日目や5日目に行われるPlenary（全体
会議）で構成されています。またIETFには含まれて
いませんがグローバルなインターネットの運用に関
する調整を目的としたIEPG（Internet Engineering 
and Planning Group）ミーティングが、おおむね毎
回初日の午前に開かれています。

今回のIETFでは124のWGやBoFが開かれ、この
うちBoFは14セッションでした。BoFは、WGが結成
される前に活動趣意（チャーター）を決めたり、WGの
必要性についてのコンセンサスを確認したりする会
議です。

Plenaryの一つ目である“IETF Operations and 
Administration Plenary”は11月9日（水）に、二つ目
の“Technical Plenary”は11月10日（木）に開かれまし
た。

◆IETF Operations and Administration Plenary
IETF Operations and Administration Plenary

は、IETFの活動全体の運営に関する報告と議論を
扱う全体会議です。今回は、IETFチェアのBrian 
Carpenter氏によるチェア報告、ホストを務める
Nortel社によるホスト報告とNOCの運用報告、IAD 

（IETF Administrative Director）からの報告、RFC 
Editor報告、IANA近況報告、PROTOチームの近況
報告などが行われました。

チェア報告ではドキュメント策定状況の報告の他
にPESCI（Process Evolution Committee of the 
IETF）が紹介されました。PESCIはIETFにおけるド
キュメント策定プロセスの見直しを図るため、改善
を図るべき範囲を特定し、議論を進めるためのチー
ムです。今回のIETFで初めてのBoFが開かれ、策定
プロセスを変更するにあたっての考え方を明確にす
る（明確化されたものはPrinciplesと呼ばれる）議論が
行われました。この策定プロセスの見直しについて
は［1］にまとめられています。

［1］	Goals and Principles for IETF Process Evolution
draft-davies-pesci-initial-considerations-00.txt

また続いて、TCP/IPの開発やIETFの創設といっ
た貢献で有名なVinton G. Cerf氏とRobert E. Kahn
氏がPresidential Medal of Freedomを受賞したこ
とのお知らせがありました。Presidential Medal of 
Freedomは米国の市民栄誉賞にあたるようです。

The  Presidential Medal of Freedom
http://www.medaloffreedom.com/

第 64 回 IETF
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IAD（IETF Administrative Director）からの報告で
は、IETFミーティング参加費用の値上げのお知らせ
がありました。ISOCからの補助額は毎年増加してお
り、2005年度には100万ドルを超える見込みがある
ものの、RFC Editorの業務増強のための支出増加が
見込まれ、参加費用の値上げに踏み切った模様で
す。2006年度以降に行われるIETFのミーティング
参加費用は550ドルになるとのことです。

RFC Editor報告では、昨年に比べてRFC化の業
務速度が向上しており、一月あたりの公開ドキュメ
ント数が投稿される数（30程度）に近づいていると
のことです。RFC Editorの編集待ちリストは以下の
URLで見ることができます。

RFC Editor Queue
http://www.rfc-editor.org/queue.html

◆Technical Plenary
Technical PlenaryはIETFの活動のなかで技

術的な議論を扱う全体会議です。IRTF （Internet 
Research Task Force）の 報 告、IRTFのCFRG 

（Crypto Forum Research Group）のハッシュ関数の
問題に関するプレゼンテーション、IABのチェア報告
などが行われました。

IRTFの報告では新設されたリサーチ・グループの
紹介とリサーチ・グループの状況報告が行われまし
た。新設されたリサーチ・グループは、Transport 
Modeling Research GroupとInternet Congestion 
Control Research Groupの二つです。

続いてIRTF CFRGのチェアであるDavid McGrew
氏から、SHA-1やMD5といった、多くのプロトコル
で使われている一方向性ハッシュ関数が脆弱になっ
ている状況と、IETFにおける対策についての説明が

ありました。対策としてSHA-1やMD5の利用をやめ、
SHA-256を利用する等の方法が挙げられました。

最後のIABのチェア報告では、IABの役割に照ら
し合わせた活動報告がありました。IABにはIESGや
RFC Editorのメンバーの補

ほ

填
てん

のための候補選びや
IETFにおける策定プロセス遂行状況の監視といった
役割があります。

Charter of the Internet Architecture Board（IAB）
http://www.ietf.org/rfc/rfc2850.txt

今回のIETFではIABの主導により、TechSpec 
（Technical Specification） BoFが開かれました。
これはドキュメント化の要求事項を見直す活動につ
いて議論を行うためのBoFです。IETFのWGにおけ
る議論では、しばしばドキュメント化される技術に
対するrequirement （要求事項）の整理とレビューが
行われます。このプロセスを促進する意味で、現
行のドキュメント策定プロセスを見直す必要性が指
摘されています。BoFでは特に、draft-mankin-pub-
req-01［2］を元に、IETFの現行のドキュメント策定
プロセスの中で、編集のタイミングを見直すことに
ついて議論が行われました。

［2］Requirements for IETF Technical Publication 
Service

http://www.ietf.org/internet-drafts/draft-mankin-
pub-req-01.txt

Technical Plenaryの最後のオープン・マイクロ
ホン（参加者が自由に発言できる時間）では、JPNIC 
IRR企画策定専門家チームのメンバーである長橋賢
吾氏によってIRR （Internet Routing Registry）のあ
り方に関する議論が行われていました。世界各地域
のIPレジストリはICANN/IANAを頂点とするIPアドレ
スの割り振り構造に従って木構造の関係を持ってお
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り、各IPレジストリにある登録情報の整合性を保ち
やすい構造になっています。一方、IRRはIPレジスト
リのような構造を持たずに運用されており、登録情
報の正しさを実質的に担保できるような仕組みはあ
りません。

以前より、IRRをIPレジストリで運用し、IPレジス
トリの割り振り／割り当て情報と照らし合わせて、
正しさを確認できるようにするという考え方がありま
す。しかし、ある程度の数のルータ管理者に利用さ
れているIRRと、IPレジストリの両方が一つの組織に
よって運用されているJPNICのようなケースは少な
く、その効果や実現性が理解されにくい状況がある
ようです。

Technical Plenaryでは、木構造にするのは危険
である、IRRはRIRよりも多く必要であり、例えばヨー
ロッパ地域ではNIRのあるアジア地域のようにはう
まくいかない、といった意見が挙っていました。ま
たオープン・マイクロホンの場ではありませんが、
IETFのプロトコル策定の場だけでなく、ルーティン
グのコミュニティでの議論が必要だという意見が
挙っていました。

今後、IRRの登録情報に関連したプロトコルの策
定と、IRRにおける登録情報の正当性に着目した議
論が活発に行われていくと考えられます。

（JPNIC 技術部 木村泰司）

2. DNS関連WG報告

◆dnsext WG （DNS Extensions WG）
今回のdnsext WGミーティングでは、NSEC3と

Trust Anchor Managementに関する議論が中心と
なりました。NSECにしか対応していないリゾルバ
との互換性問題や、DoS攻撃への根本的な対処法

はあるのか、等話し合われました。Issue Tracker 
（http://dnssec.nominet.org.uk/nsec3）が立ち上げ
られ、残る問題を解決していこうと確認されました。
DNSSECが普及する前にDNSSECbisの仕様が議
論されていることもあり、古い実装との互換性をど
こまで考えるのか、また運用的に実用に耐えるため
にはopt-inの仕様を盛り込まなければならない等、ま
だ多くの問題が残されています。

次に、Trust Anchor Managementに関しては、
Trust Anchorの更新を自動的に行う方法について議
論が行われました。Trust Anchorとは、DNSSEC
検証の起源となる委譲点のことであり、DNSツリー
全体で検証を行う場合には、ルートDNSサーバが
Trust Anchorとなります。しかし、すべての検証
をルートDNSから行うのは現実的ではなく、Trust 
Anchorを複数設けることによって、DNSSECにおけ
るデータの検証に対して規模性を持たせることが可
能となります。このTrust Anchorリストの自動更新
をするために、いくつかのプロポーザルが出されま
した。まだ議論は始まったばかりで、これからさらな
る議論が行われていくと思われます。

dnsext WG
http://www.ietf.org/html.charters/dnsext-charter.
html

第64回IETF dnsext WGミーティングのアジェンダ
http://www3.ietf.org/proceedings/05nov/agenda/
dnsext.html

◆dnsop WG
　（Domain Name System Operations WG） 

今回のdnsop WGミーティングでは、ドラフトの
確認が中心の議題となり、特に新しい議論はなされ
ませんでした。DNS Server ID（draft-ietf-dnsop-
serverid） に関するドラフトはWGラストコールがか
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かることとなり、ようやく標準化されそうです。エ
ニーキャストを用いたDNSサーバの負荷分散が一
般的になりつつある現状で、DNS Server IDは、運
用管理のために必要な機能であると考えられます。
他には、draft-ietf-dnsop-inaddr-requiredやdraft-
huston-6to4-reverse-dnsといったドラフトも、早く
WGラストコールしようと確認されました。最後に、
dnsop WGのこれからの方向に関して議論が行われ
ました。その結果、

（1） IPv4/IPv6 DNS co-existence issue
（2） DNSSEC operation
（3） General DNS operation
（4） DNS resolver

といった項目が挙げられました。やはりIPv4/
IPv6の共存環境における運用上の問題点の解決、
DNSSECの運用、ならびにDNSプロトコル自体に
起因するDNS 運用上の問題点の解決が、WGの目
的となっていくと思われます。これは最近のdnsop 
WGの議論と合致する方向性であり、これからの
dnsop WGの方向性が確認された形となりました。

dnsop WG
http://www.ietf.org/html.charters/dnsop-charter.
html
第64回IETF dnsop WGミーティングのアジェンダ
http://www3.ietf.org/proceedings/05nov/agenda/
dnsop.txt

（JPNIC DNS 運用健全化タスクフォースメンバー/ 
東京大学 情報基盤センター 関谷勇司）

3. IPv6関連WG報告

本稿では、第64回IETFでのIPv6に関連したト
ピックスとして、IPv6、v6ops、softwireの各WGの
動向についてレポートします。

◆IPv6 WG （IP version 6 WG）
IPv6基本スペックや、プロトコル自身の挙動にか

かわる標準を扱ってきたIPv6 WGですが、今回で
face-to-faceのミーティングは最後になります。理由
として、IPv6に関する標準化は、既にIPv6 WGのみ
でなく、IETF全般にわたって実施されていること、
IPv6 WGが取り扱っている内容に、現状特に大きな
問題はないこと、などが挙げられています。

さて、最後のミーティングですが、11月8日（火）の
午前中、9:00〜10:30に一コマ実施されました（IETF
の時間割ですが、前回のパリで実施された、遅くて
も20:00前にはすべてのWGミーティング、プレナリ
が終了するという改変の評判が良かったそうで、終
了時間に関しては前回と同じような形になっていま
す）。参加者もそこそこ多く、大きめの部屋がほぼ満
席になっていました。

今回の主なトピックスは、

・ルータ広告のM/Oフラグの扱いについて
・IAB IPv6 Ad-Hoc groupの活動状況報告
・IPv6コア仕様の標準化

などとなっています。

まず、従来通り、チェアよりIPv6 WGで取り扱っ
ているドラフトの状況について報告がありました。
前回までは、チェアが独自に報告用のWebページを
用意していましたが、IETFにおいても各種ツールの
整備が進んでおり、公式のドラフト等ドキュメント
状況管理ページが用意されました。IPv6 WGに関
する情報は、http://tools.ietf.org/wg/ipv6にありま
す。他のWGのドキュメント状況に関しても、http://
tools.ietf.org/wgからたどることができます。各IETF 
WGの状況をつかむのに非常に便利ですので是非ご
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利用ください。

さて、「ルータ広告のM/Oフラグの扱いについて」
の議題は、かなり前から議論されているものです。
RFC2461 Neighbor Discovery for IP Version 6
の改版の際に、両フラグの利用方法があいまいで
あるとの指摘から議論が始まり、別ドラフトにして
議論をしてきました。今回、Mフラグはアドレスを
DHCPv6で取得することを示すこと、Oフラグは
Stateless DHCPv6で情報を取得することを示すこと
とし、RFC2461の新版に反映することとなっています。

IAB IPv6 Ad-Hoc groupでは、下記のような、今
まで実施してきた活動の紹介がありました。

・IABからIPv6に関する各種諮問を受け、意見を返
すというグループのミッション

・IANAがRIRに対するIPv6アドレス割り振りの際
に、割り振りサイズについての意見照会をIAB
にしたことに端を発する、という設立経緯

・RFC4147として発行されたIANAのIPv6アドレス
空間利用規約の整備

・RFC4159のip6.int廃止

IPv6 WGのIETFでのミーティングは今回で終了で
すが、引き続き現在取り組んでいる関連RFCの改版
は実施していくことになっています。また、IPv6に関
連する話題を扱うために、メーリングリストは継続
運用されることになっています。

IPv6 WG
http://www.ietf.org/html.charters/ipv6-charter.
html
http://playground.sun.com/pub/ipng/html/ipng-
main.html
第64回 IETF IPv6 WG ミーティングのアジェンダ
http://www.ietf.org/proceedings/05nov/agenda/
ipv6.txt

第64回 IETF IPv6 WG ミーティングのプレゼンテー
ション資料
https://datatracker.ietf.org/public/meeting_ 
materials.cgi?meeting_num=64

◆v6ops WG （IPv6 Operations WG）

IPv6のデプロイメントに関する話題を扱うv6ops 
WGのミーティングは、11月7日（月）の午後、13:00
〜15:00の2時間枠で開催されました。今回、v6ops 
WGのミーティングマネジメントがうまくいっていな
いようで、直前までアジェンダが発表されず、発表
されたアジェンダもMLに流れたのみでした（通常は
Webにも掲載されます）。

今回の主なトピックスは、

・	企業でのIPv6利用に関するドラフトについての議論
  draft-ietf-v6ops-ent-analysis-03.txt

・	ルーティングガイドラインドラフトについての議論
  draft-blanchet-v6ops-routing-guidelines-00.txt

・	IPv6のポートスキャンに関するドラフトについての議論
  draft-chown-v6ops-port-scanning-

implications-02.txt

などです。

企業でのIPv6利用に関するドラフトも、かなり
長い間議論が続いています。今回、このドラフト
がExperimentalステータスであるDSTMプロトコル
や、標準でないプロトコルを推奨していることが問
題になりました。この推奨部分について、修正文案
を作成し、その後にラストコールをかけることになり
ました。

ルーティングガイドラインのドキュメントでは、
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内容が昔の6boneのルーティングガイドラインに似
通っているが、6boneはIETFが実施した実験だった
ため、ガイドラインに従うように要求できたが、一
般のISPオペレーター等にはガイドラインは強制力を
持たない、つまりルーティングガイドラインはIETF
で実施する内容ではなく、レジストリコミュニティや
オペレーターコミュニティで実施する内容だ、という
意見が出されました。一方で、このようなガイドラ
インは提示することは必要である、という意見もあ
り、メーリングリストで継続議論となっています。

ポートスキャンに関するドラフトでは、IPv6はアド
レス空間が広い分、IPv4よりもポートスキャンを受
けにくいとされていますが、アドレスの付け方によっ
てはその利点が生かせないことになる、としていま
す。ポートスキャンを受けにくいアドレスの付け方や
ネットワークの構築方法について述べています。こ
のドラフトは、WGドラフトとして議論をしていくこ
とになりました。

v6ops WG
http://www.ietf.org/html.charters/v6ops-charter.
html
http://www.6bone.net/v6ops/

第64回IETF v6ops WGのアジェンダは2006年2月
1日現在、IETFのWebページに未掲載
http://ops.ietf.org/l ists/v6ops/v6ops.2005/
msg00667.html
（MLのアーカイブ）

◆Softwire BoF （softwire WG）

v6ops WGから分離し、第62回IETFでのTunnel-
ing Configuration BoF、前 回 のLightweight 
Reachability softWires BoFに引き続き開催され
た Softwire BoFですが、ミーティング開催直前に
WGとして承認され、第一回のWGミーティングを兼

ねることになりました。

このWGでは、主に以下の2つの問題を取り扱う
こととしています。

・トンネル技術を利用したユーザーアクセス部分
の提供方法

  「Hubs ＆ Spokes」と呼んでいます。
・コアネットワークのトンネル技術を用いた実現
  「Mesh」と呼んでいます。

今回は、問題提起、WGのスコープに関する議論
を実施することに時間を使いました。一点目につい
ては、一般ユーザーにIPv6サービスを提供するため
には現状、ユーザーアクセス機器の対応状況などか
らIPv6をネイティブで提供することが困難であり、
トンネルを使用する方が効率がよいことから、ユー
ザーに自動的にトンネルサービスを提供する方法を
検討していく、というものです。二点目は、コアネッ
トワークをトンネルベースで自動構成する技術に関
してですが、例として挙げられていたネットワークが
IPv6ピュアネットワークで、その上でトンネルを用い
てIPv4サービスを提供する、というものであったた
め、一般的でなく議論をする意味があるのか、とい
う質問がされていました。

今後、WGのチャーターをMLで詳細検討すること
になっています。

softwire WG
http://www.ietf.org/html.charters/softwire-
charter.html
第64回 IETF softwire BoF ミーティングのアジェンダ
http://www3.ietf.org/proceedings/05nov/agenda/
softwire.txt

（JPNIC IPアドレス検討委員会メンバー/
NTT 情報流通プラットフォーム研究所 藤崎智宏）
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4.ENUM/CRISP関連WG報告 

本稿では、第64回IETFでのCRISPおよびENUM
の各WGの動向についてレポートします。

◆CRISP （Cross Registry Information Service 
Protocol） WG

レジストリデータの検索照会のためのCRISP WG
では、まずインターネットドラフト（以下、I-D）の状
況について確認を行いました。いずれも大きな問題
はなく小変更を加えた上でIESGに送付されることに
なりました。

次に、ドメイン名用のIRIS DREG（RFC 3982）
発表後に提起された新たな（マイナーな）要求を盛り
込むべくDREG2が提案されました。現時点ではまだ
I-Dとしては提出されていませんが、次回IETFまでに
は今回のIETF での議論を反映しドラフトとなる予定
です。議論された内容は新たな要素の追加、検索時
の部分一致の導入、DNSSECに関する項目および
IDNに関する項目です。

最後に、長橋賢吾氏（JPIRR企画策定専門家チー
ムメンバー）よりCRISP for IRR（RREG）について発
表がありました。現在階層構造になっていないIRR
をCRISPで扱うことが議論となり、このWGから分
離独立して別途BoFを開催することとなりました。

CRISP WG
http://www.ietf.org/html.charters/crisp-charter.
html
第64回IETF CRISP WGミーティングのアジェンダ
http://www3.ietf.org/proceedings/05nov/agenda/
crisp.txt
インターネット10分講座 CRISP ＆ EPP
http://www.nic.ad.jp/ja/newsletter/No25/080.
html

◆ENUM （Telephone Number Mapping） WG
DNSを用いてインターネット電話で使用される電

話番号とインターネットリソースの対応付けを行う
ための方式であるENUMを扱う本WGでは、議題が
多く2コマ続けての議論となりました。

まずチャーターの変更についての議論が行われ、
キャリアENUM※1の実装の可能性について調査す
ることが盛り込まれました。ENUMの中核となる
RFC3761は現在Proposed Standardとして標準化
されていますが、相互接続での実装のための必要性
から、このRFCをDraft Standardにすることも盛り
込まれました。

その後、各I-Dについてレビューが行われまし
た。キャリアENUMへの関心を反映してか、キャ
リアENUM関連のI-Dが2点、前回（パリでのIETF 
63）より引き続き議論されました。一つはキャリア
ENUM についての要件について、もう一つはキャリ
アENUMとユーザENUMを同一のDNSツリーに収め
ても問題ないように、e164.arpaの下にcarrierサブド
メインを入れてサブツリーを作成することを提案す
るものです。前者ではキャリアENUMと呼ぶ代わり
に、インフラストラクチャENUMと名称を変えるこ
とが合意されました。

その他に、DNSの拡張であるEDNS0をENUM
に使う提案、ENUM ServiceへvCardを登録する
提案、主に番号ポータビリティに使うことを想定し
てEnumserviceに電話網のデータのための識別子

「pstn:」を登録するための提案などが議論されました。

ENUM WG
http://www.ietf.org/html.charters/enum-charter.
html
※1	キャリアENUM:
	 ISPや電話事業者が事業者内または事業者相互間の経路制御のため

に用いるENUMの形態。
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第64回IETF ENUM WGミーティングのアジェンダ
http://www3.ietf.org/proceedings/05nov/agenda/
enum.txt
JPNICのENUMに関するWebページ
http://www.nic.ad.jp/ja/enum/
インターネット10分講座●ENUM
http://www.nic.ad.jp/ja/newsletter/No21/080.
html

（JPNIC 技術部 山崎信）

5.セキュリティ関連WG報告

第64回IETFでは、セキュリティエリアのセッショ
ンが合計で18行われました。このうちBoFはDKIM 
BoF※2とEMU BoF※3の二つでした。DKIM BoFに
よって、2004年秋のMARID WGのクローズ以降、
迷惑メール対策になる技術に関するIETF活動が再
度始まったと言えます。またセキュリティエリアでは
ありませんが、セキュリティに関連してSIDR BoFが
開かれていました。

本稿では、SIDR BoFとPKIX WG、IEPGでのAS
番号の枯渇と電子証明書に関する話題などについて
報告致します。

◆SIDR BoF （Secure Inter-Domain Routing BoF）
これまでRPSEC WGにおいて、インターネットに

おけるルーティングの仕組みについて安全上の要件
をまとめる作業が行われてきました。

・"Generic Threats to Routing Protocols"
　draft-ietf-rpsec-routing-threats-07.txt

ルーティング・プロトコルに対する脅威を、原因・可能性・
脅威となる挙動・その結果といった形でまとめたもの。

・"BGP Security Requirements"
　draft-ietf-rpsec-bgpsecrec-03.txt

ルーティング情報の交換プロトコルであるBGP
（Border Gateway Protocol）を安全にするための要
件（requirements）についてまとめたもの。ピア関係や
BGPスピーカー同士、交換される経路情報の認証など
複数のポイントについてまとめてある。

これらのドキュメントを通じてルーティングの安
全性に関する認識が共有できるようになってきたこ
とから、このBoFは論点を先に移して、ドメイン間
ルーティングのセキュリティ・アーキテクチャについ
て議論し、さらにBGPの安全性の機能を定義する、
といった活動を行うために開かれました。

このBoFでは、まずこの議論とドキュメント化活
動がSIDRという新たなWGを設立して行われるこ
との妥当性について議論されました。既にRPSEC 
WGやIDR WGといったWGで、ドメイン間ルーティ
ングのセキュリティについての議論が行われてきた
ためです。議論の結果、これらのWGでは安全上の
要件や短期的な解決方法のドキュメント化が行われ
てきたのに対し、SIDRはドメイン間ルーティングの
インフラストラクチャやプロトコルに着目し、経路情
報の認証を行う仕組みを検討するという点で独自の
趣意を持っていることが確認されました。

次にsoBGP、S-BGP、psBGPという三つのプロト
コルのデザインについて紹介されました。これらは
経路情報を交換するためのプロトコルであるBGPを

※2	 DKIM BoF （Domain Keys Identified Mail BoF）：
		 迷惑メールなどの中でしばしば行われている発信元メールアドレ

スのドメイン部分を偽装する行為（スプーフィング）を、電子署名を
使って検出できるようにする仕組みについてのBoFです。DKIM 
WGのチャーターでは、現在のスパムをなくすこと自体を目的にす
るのではなく、安全上の脅威（threats）や要求事項（requirements）
をまとめ、またDKIMを使う場合と使わない場合の違いについて分
析を行うといったアプローチを取っています。

※3	 EMU BoF （EAP Method Update BoF）：
		 PPPや802.11等 で 使 わ れ て い る 認 証 の 枠 組 み で あ るEAP 

（Extensible Authentication Protocol）方式のドキュメント整備に
関するBoFです。EAP方式を使った認証プロトコルは数多く提案
されていますが、RFCになっているものは少なくI-Dを元にした実
装の相互運用性が確保されていない可能性があります。そこで
EAP-TLS（RFC2716）のProposed Standard化進めると共に、パ
スワードなどの方式についてもドキュメント化を進めていくとされ
ています。
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拡張し、情報源の認証やASパスの検証といった手
続きを通じて、ルーティングの安全性向上が図られ
たプロトコルです。

soBGPに関するI-D
・draft-white-sobgp-architecture-01.txt
・draft-ng-sobgp-bgp-extensions-01.txt
・draft-weis-sobgp-certificates-01.txt

S-BGPの情報源
・http://www.net-tech.bbn.com/sbgp/sbgp-

index.html

psBGPに関するテクニカルレポート
・http://www.scs.carleton.ca/research/

tech_reports/2005/download/TR-05-08.pdf

いずれもIPアドレスとAS番号の偽装を防ぐため
に電子証明書が使われており、soBGPとS-BGPで
は、その電子証明書がIPレジストリで運用される認
証局によって発行されることが想定されています。
IPアドレスの割り振りをIPレジストリの認証局が証明
する（certificate）という意味があります。IPレジスト
リの認証局が発行した証明書を使うことで、経路情
報に含まれているIPアドレスが正当に割り振られた
ものなのかどうかを判断できるようになるというわけ
です。

BoFでは、この証明の基盤に基づく経路情報の認
証についての議論を進めることに協力するメンバー
がいることが確認されました。SIDR WGが設立され
ると、経路情報の証明データに関するドキュメント
活動が行われていくと考えられます。

◆PKIX （Public-Key Infrastructure （X.509）） WG
PKIX WGのセッションは11月7日（月）の9時から行

われました。約45名の参加で前回の約60名よりは
減少しました。

前回の第63回IETF（2005年8月開催）から今回ま
での期間に、RFCになったドキュメントが三つ※4、
RFC Editorの編集待ちのドキュメントが三つ※5とい
う状況です。

RFC3280※6の後継（通称RFC3280bis）の議論
は、ドキュメント改定が進んでいるSCVP （Simple 
Certificate Validation Protocol）への影響を避ける
ために一旦停止しています。PKIX WGのセッション
の後に新たなドラフトの準備が行われるようです。

SCVPのI-Dは21版になりました。SCVPは電子証
明書の検証を他のサーバに任せて行うためのプロト

※4	 第63回IETFでRFCとなったドキュメント：
	 ・RFC4158 - Certification Path Building
	 http://www.ietf.org/rfc/rfc4158.txt
	 証明書のパス（CAの繋がり方）を見つけ、全ての証明書の有効性

を確認するための方法や条件など。
	 ・RFC4210 - Certificate Management Protocol（CMP）
	 http://www.ietf.org/rfc/rfc4210.txt
	 CAと証明書を利用するクライアントプログラムの間などで証明

書発行や失効のやり取りをするためのプロトコル。
	 ・RFC4211 - Certificate Request Message Format（CRMF）
	 http://www.ietf.org/rfc/rfc4211.txt
	 登録局（RA）から発行局としてのCAに証明書の発行要求をする

ための形式。
※5	 RFC Editorの編集待ちのドキュメント：
	 ・RFC4158 - Certification Path Building
	 Operational Protocols: Certificate Store Access via HTTP
	 draft-ietf-pkix-certstore-http-09.txt
	 ・RFC4158 - Certification Path Building
	 Certificate Extensions and Attributes Supporting
	 Authentication in Point-to-Point Protocol （PPP）
	 and Wireless Local Area Networks （WLAN）
	 draft-ietf-pkix-rfc3770bis-03.txt
	 ・RFC4158 - Certification Path Building
	 Authority Information Access CRL Extension
	 draft-ietf-pkix-crlaia-03.txt
※6	 RFC3280：
	 "Internet X.509 Public Key Infrastructure Certificate and 

Certificate Revocation List （CRL） Profile"
	 http://www.ietf.org/rfc/rfc3280.txt
	 インターネットで使われることを想定したX.509v3形式の電子証明

書とX.509v2形式のCRLの、書式と意味をまとめたドキュメント。
RFC2457の後継で、証明書に含めた文字列の国際化や解釈方式な
どに関する記述を改訂する予定になっています。
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コルです。新たにSCVPのサーバが別のサーバから
の返答をリレーできるようにするための拡張が行わ
れたりしています。またSHA1等の一方向ハッシュア
ルゴリズムの脆弱化を受け、新たなハッシュアルゴ
リズムに対応できるような書式が盛り込まれること
になりました。

10月に米国のNIST（National Institute of Standards 
and Technology：米国標準技術研究所）で行われた
ハッシュ・ワークショップでの議論の結果を受け、
OCSP（Online Certificate Status Protocol）におけ
る新たなハッシュアルゴリズムへの対応手法につい
て議論が行われました。OCSPはオンラインで失効
状況を問い合わせるためのプロトコルで、応答の中
で電子署名が使われています。ハッシュアルゴリズ
ムの移行時期には複数の種類のハッシュアルゴリズ
ムが使われることが考えられるため、問い合わせ側

（requestor）は応答側（responder）が、どのハッシュ
アルゴリズムを使うのかを知っている必要がありま
す。今のところ問い合わせ側が応答側に対し、事前
に指定する方法が挙げられていますが、詳細の検討
は今後行われる見込みです。

PKIX WGでは、OCSP以外のプロトコルでも新た
なハッシュアルゴリズムに対応する必要性があるこ
とがわかっています。なおNISTのワークショップで
は、当面2010年を目処にSHA-256というハッシュ
アルゴリズムへの移行が提案されており、業界全
体としての移行プランの検討が始まっているようで
す。またSHA-256の次のハッシュアルゴリズムに関
する検討も始まっているようです。

前回のIETFでプレゼンテーションが行われたdraft 
-ietf-pkix-srvsanはDNSのSRVレコードにあまり依
存しない仕様になるようです。このドキュメントは
"_ldap._tcp.domain.com"といったドメイン名のSRV

レコードを使って証明書データをやり取りする手法
を提案したものです。以前は、得られた証明書の中
でsubjectAltNameとして指定された文字列と証明
書の入手のために使われたドメイン名とが比較され
ることになっていました。新しい版では、問い合わ
せ側は予め対象のサーバのドメイン名とサービス名
を知っているという前提に立ち、DNSのドメイン名
ではなく、問い合わせ側でわかっている文字列（ユー
ザーに指定されたものなど）と比較をすることになり
ました。ただしこの用法の安全性は再検証される必
要があると指摘されていました。

◆IEPGにおけるAS番号の枯渇と電子証明書に関す
　る話題

IEPG （Internet Engineering and Planning 
Group）は主にインターネットのオペレーションに関
して意見交換を行い、調整を行うためにIETFの直前
に開かれている会合です。

The IEPG
http://www.iepg.org/

第64回IETFの直前に開かれたIEPGミーティング
の中で、RIPE NCCのHenk氏がAS番号に関する電
子証明書について紹介する場面がありましたので紹
介します。

RIPE NCCのRIS※7を使った調査によると、2005
年8月1日現在、33681のAS番号が割り当てられて
いることがわかっています。AS番号として使える番
号の総数は64511で、まだ残りがあるものの、ひと
月に160前後の伸びがあるため、2013年から2024
年の間に枯渇するという予測が立てられるとのこと
です。

※7	 RIS: Routing Information Service：
	 http://www.ripe.net/ripencc/pub-services/np/ris-index.html
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枯渇を避ける方法として、AS番号のビット長を現
行の16ビットから32ビットにする方法と、利用され
ていないAS番号を回収する方法の二つが考えられて
います。前者は、根本的な解決方法でありながらま
だ実装がなく、移行プランも立っていません。一方
後者は回収したAS番号が再び使われ始めるとAS番
号の一意性が失われてしまうという問題があります。

Henk氏は後者の問題の対策として、電子証明書
を使ってAS番号の利用の証明（certification）を利用
する手段について紹介していました。電子証明書を
利用すると有効期限を設定したり、有効期限内に失
効させたりできるためです。前の利用者の電子証明
書が有効かどうかを確認することでAS番号を再利用
してよいかどうかの判断ができると考えられます。

	

1月25日より
「日本ENUMトライアル」用

番号登録を開始

JPNICでは、2006年1月25日より「日本ENUMト
ライアル」用の番号登録を開始しました。

ENUMとは、E.164番号（電話番号）による名前空
間を用いて、インターネット上の複数の通信サービ
スへの統一的なアクセスを可能にする仕組みです。
ENUMを利用すると、IPネットワーク上の電話やメー
ル、FAXなどのアプリケーションのURIを、自分の電
話番号に対応するものとして登録することにより、
異なる通信サービスを「一つの電話番号」で利用する
ことができるようになります。

ENUMは、
（1）電話番号は世界中に重複がない
（2）電話番号は各国の言語に依存しない
（3）国際接続を視野に入れた際、既に自律分散型で

運用されているDNS（Domain Name System）を
利用すれば効率的である

という理由からグローバルコミュニケーションの

基礎として高い潜在能力を持ちます。

日本では、総務省が2005年8月に公表した「IP時
代における電気通信番号の在り方に関する研究会」
の第一次報告書に記載の通り、総務省を中心に
ENUMトライアル枠組みの準備が進められてきま
した。具体的には、総務省が日本でのENUMトラ
イアル用に、国コード「81」の番号空間の割当委任

（1.8.e164.arpa delegation）を国際電気通信連合
（ITU）に申請しました。そして、これは2005年11月
15日に正式に承認されました。

総務省への割当委任の終了後、JPNICはENUM
トライアル用DNSサーバの運用管理に関わる業務を
総務省より受託し、トライアル環境の構築を進め、
2006年1月25日に「日本ENUMトライアル」用番号の
登録受付を開始する運びとなりました。

JPNICは、2002年9月に日本の実情に即した
ENUMの管理運用方式や技術標準を民間主導で
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このAS番号の電子証明書はRIPE NCCの2006年
活動計画の中に入っているそうです。なお第20回
APNICミーティングRouting SIGでも"resource 
certificate" という考え方が紹介されていました。今
後、RIRで電子証明書を使ったIPアドレスやAS番号
の証明（certification）がさらに検討されていくと考え
られます。                         （JPNIC 技術部 木村泰司）

	

1月25日より
「日本ENUMトライアル」用

番号登録を開始

提案する「ENUM研究グループ」を設立し、また、
2003年9月には、ENUMとその利用に関する実際
の技術実験を行うトライアルグループ「ENUM Trial 
JAPAN（ETJP）」をJPRS、WIDEプロジェクトと
立ち上げ、日本におけるENUMトライアルの推進
を行ってきました。この蓄積した技術、経験を生
かし、「日本ENUMトライアル」においても安定した
1.8.e164.arpaのENUM DNS管理と運用を行い、日
本国内でのENUMトライアルを行っていきたいと思
います。

なお余談ですが、つい先日にはアメリカ政府が国
コード「1」を利用する地域のENUMトライアル推進の
ため、国コード「1」の委任についてITUに申請を行い
ました。それを受け、カナダとジャマイカ政府からも
その申請の承認を要請するレターが出されました。
国コード「1」の委任は、2月中旬には承認され、この
ENUMトライアルは3月早々にはスタートするだろう
と予想されており、現在、トライアルへの参加メン
バーの募集が始まっています。

日本ENUMトライアル参加等の詳細につきまして
は、以下URLをご参照下さい。  

（JPNIC インターネット基盤企画部 根津智子）

◆参考URL
「日本ENUMトライアル」

http://www.nic.ad.jp/ja/enum-trial/
JPNICのENUM紹介ページ
http://www.nic.ad.jp/ja/enum/
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JPNICでは、これまでAPNICで行う割り
振りの取り次ぎサービスを行っていましたが、
2005年5月16日より、IPアドレス管理指定
事業者を対象にIPv6アドレスの割り振りを
行っています。

 JPNICが取り次いだIPv6アドレス割り振り件数の推移
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IPv4アドレスの割り振り件数の推移で
す。JPNICでは必要に応じて、APNICよ
りアドレスの割り振りを受けています。
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 IPv4アドレスの割り振り件数の推移
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各地域レジストリごとのIPv4、IPv6、AS
番号の割り振り状況です。APNICはアジ
ア太平洋地域、ARINは主に北米地域、
RIPE NCCは欧州地域、AfriNICはアフリ
カ地域、LACNICは中南米地域を受け持っ
ています。

 地域インターネットレジストリ（RIR）ごとの
 IPv4アドレス、IPv6アドレス、AS番号配分状況

7.42%

8.99%

1.56%

7.42%

0.39%

36.72%

23.05%

14.45%

●AS番号

●IPv4アドレス

※1	IANA：Multicast(224/4)
				  RFC1700(240/4)
			  その他(000/8,010/8,014/8,039/8,127/8)
※2	未割り振り分はIANAが管理しています
※3	IANA：AS番号 0, 64512-65535

65

8

2

198
275

●IPv6アドレス

※4	 IANAからRIRに割り振られた/23のブロック数:275
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APNICからローカルインターネットレジスト
リ（LIR）へ割り振られたホスト数と、APNIC
から直接割り当てられたホスト数の合計を
国別に示しています。

その他
10.20%

オーストラリア 9.04%

中国
24.75%

日本
36.97%

韓国
13.88%

台湾
5.16%

 アジア太平洋地域の国別IPv4アドレス配分状況

 JPドメイン名の登録件数は、2001年の
汎用JPドメイン名登録開始により大幅な
増加を示し、2003年1月1日時点で50万件
を突破しました。2006年3月現在で約80
万件となっています。

 JPドメイン名登録件数の推移
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JP	 属性なし
AD	 JPNIC 会員
AC	 大学等教育機関
CO	 一般企業
GO	 政府機関
OR	 会社以外の法人
NE	 ネットワークサービス
GR	 任意団体
ED	 小・中・高校
GEO	 地域型
LG	 地方公共団体

GA	 ASCII（英数字）
GJ	 日本語

属性型・地域型
JPドメイン名

汎用JPドメイン名
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分野別トップレベルドメイン（gTLD：generic 
TLD）の登録件数です（2005年10月現在。
.aero、.museumは2005年9月。）データの
公表されていない、.edu, .gov, .mil, .intは除
きます。

 gTLDの種類別登録件数
.com

商業組織用 43,228,923

6,573,768

4,025,388

2,681,469

1,277,134

277,369

.net
ネットワーク用

.org
非営利組織用

.info
制限なし

.biz
ビジネス用

.name
個人名用

.pro
弁護士、医師、会計士等用 6,420

3,837
.aero

航空運輸業界用

6,209
.coop

協同組合用

2,877
.museum

博物館、美術館等用

2006年3月1日現在の登録ドメイン名を属
性別で円グラフにしたものです。最も多い
属性は、汎用JPドメイン名（GA）で41.75％、
次いでCO、汎用JPドメイン名（GJ）、OR、
NEの順となります。

GJ
14.77%

NE 2.16%
OR2.65%

GR 1.11%

GEO 0.47% LG 0.30%
GO+AD
=0.10+0.04%

CO 
35.69%

ED 0.55%

AC 0.41%

GA
41.75%

 属性ごとの登録ドメイン名の割合

JPNICはJPドメイン名紛争処理方針（不
正の目的によるドメイン名の登録・使用
があった場合に、権利者からの申立に基
づいて速やかにそのドメイン名の取消また
は移転をしようとするもの）の策定と関連
する業務を行っています。この方針に基
づき実際に申立てられた件数を示します。

（2006年2月現在）

 JPドメイン名紛争処理件数

2000年	 2件	 取下げ1件・移転1件

2001年	 11件	 取下げ2件・移転9件

2002年	 6件	 移転5件・取消1件

2003年	 7件	 取消3件・移転4件

2004年	 4件	 棄却1件・移転3件

2005年	 11件	 移転10件・係属中1件

2006年	 1件	 係属中1件

※申立の詳細については下記Webページをご覧ください
   http://www.nic.ad.jp/ja/drp/list/

※右記のデータは、各gTLDレジストリ（またはスポン
サー組織）がICANNに提出する月間報告書に基づい
ています。

※	取下げ	：	裁定が下されるまでの間に、申立人が申立を取り下げること
	 移　転	：	ドメイン名登録者（申立てられた側）から申立人にドメイン名登録
			   が移ること
	 取　消	：	ドメイン名登録が取り消されること
	 棄　却	：	申し立てを排斥すること
	 係属中	：	裁定結果が出ていない状態のこと
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　分講座 IPv6アドレス
〜技術解説〜
今回の10分講座では、次世代のプロトコルとして
その普及が注目されているIPv6アドレスについて
技術的見地から解説します。

1. インターネットとIP アドレス

インターネットに接続している機器には、イン
ターネット内で一意の識別番号（＝IPアドレス）がつ
くのが基本です（NAT等の機器を用いて、一つの
IPアドレスを複数の機器で共有することはありえま
す）。インターネットを介して機器同士が通信をす
るためには、相手のIPアドレス宛にIPパケットを送
ります。このIPアドレスは、現在広く利用されてい
るIPv4（IPバージョン4）で32ビット幅、IPv6では128
ビット幅となっています。

そもそもIPv6が開発された大きな理由は、IPv4に
おいてIPアドレスが不足することが予想されたため、
それを解決しようとしたことです。IPv4アドレスの絶
対数は約43億個であり、インターネットが通信基
盤の一つとなって世界中で利用されている現在、60
億を越える世界人口を考えてみてもその不足は明ら
かです。IPv6の128ビットというアドレス幅は、今後
のインターネットの発展による接続機器の増大にも
十分に耐えられるよう考慮され、決定されました。

2. IPv6 アドレス概略

2.1 IPv6アドレスの種類
IPv6アドレスはIPv4アドレスと同じく、機器そ

のものにではなく、機器の持つネットワークインタ
フェースに付与されます。一つのインタフェースに
複数のIPv6アドレスが付与されることも、複数のイ

ンタフェースに単一のIPv6アドレスが付与されるこ
ともあります。IPv6アドレスは次の3種類に分類され
ます。

◇ユニキャストアドレス
単一インタフェースの識別番号で、ユニキャスト

アドレス宛のパケットはそのアドレスを持つインタ
フェースに配送されます。ユニキャストアドレスに
関しては、「ユニキャストアドレスについて」の章で詳
説します。

◇エニーキャストアドレス
インタフェースの集合の識別番号で、普通は複

数の別機器に付与されます。エニーキャストアドレ
ス宛のパケットは、そのアドレスを持つ「一番近く
にある」機器のインタフェースに配送されます。エ
ニーキャストアドレスはユニキャストアドレス空間
から割り当てられ、表記上、エニーキャストアドレ
スとユニキャストアドレスの区別はつきません。

◇マルチキャストアドレス
インタフェースの集合の識別番号です。通常は

別の機器となります。マルチキャストアドレス宛
のパケットはそのアドレスを持つすべてのインタ
フェースに配送されます。

IPv4とは違い、IPv6にはブロードキャストアドレ
スは存在せず、マルチキャストアドレスが同様の役
割を果たします。
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例：
2001:0DB8:0:CD30:123:4567:89AB:CDEF/60
というアドレス表記は
ノードアドレス
2001:0DB8:0:CD30:123:4567:8 9 AB:CDEF
サブネット番号
2001:0DB8:0:CD30::/60

を同時に表記しています。

2.3. IPv6アドレスの型
IPv6アドレスは、上位ビットにより、未指定アド

レス、ループバックアドレス、マルチキャストアド
レス、リンクローカルユニキャストアドレス、およ
びグローバルユニキャストアドレスに分類されます。

表2に、IPv6アドレスの型を示します。

アドレスの型 バイナリ
プレフィックス IPv6表記

未指定
（Unspecified）

00…0
（128ビット） ::/128

ループバック 00…1（128ビット） ::1/128

マルチキャスト 1111 1111 ff00::/8

リンクローカル
ユニキャスト 1111 1110 10 fe80::/10

グローバル
ユニキャスト 上記以外

3. ユニキャストアドレスについて

IPv6ユニキャストアドレスは、連続ビットマスク
を利用して経路情報の集約を行うIPv4のCIDRと同
様に集約可能となっています。IPv6ユニキャストア
ドレスには現状、グローバルユニキャストアドレス、
リンクローカルユニキャストアドレス、IPv4アドレ
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2.2 IPv6アドレスの表記法
IPv4アドレスは、32ビットを8ビットずつ4つに

“.”（ピリオド）で区切った数値列を“192.168.0.1”の
ように10進数で記述しています。対してIPv6アドレ
スは、128ビットを16ビットずつ8つに“:”（コロン）
で区切った数値列を、16進数で表記します。

記述例：
ABCD:EF01:2345:6789:ABCD:EF01:2345 
:6789
2001:DB8:0:0:8:800:200C:417A

上記二番目の例のように、連続する“0”は省略可
能です。また、“::”は16ビットの0が複数連続してい
ることを示します（表1の例を参照）。“::”は、どこでも
使用できますが、省略できるのは一カ所のみです。
表1に例を示します。（アドレスの型については後述）

		 	 FF01:0:0:0:0:0:0:101（マルチキャストアドレス）
		 	 	 （省略）⇒	FF01::101

		 	 2001:DB8:0:0:8:800:200C:417A（ユニキャストアドレス）
		 	 	 （省略）⇒	2001:DB8::8:800:200C:417A

		 	 0:0:0:0:0:0:0:1（ループバックアドレス）
		 	 	 （省略）⇒	::1

	 0:0:0:0:0:0:0:0（未指定アドレス）
		 	 	 （省略）⇒	::

表1：IPv6アドレスの表記法
表2：Pv6アドレスの型

これにより、長いIPv6アドレスを短く表記するこ
とができます。また、IPv6アドレスプレフィックスの
表記法はIPv4におけるCIDR表記と同一であり、

［IPv6アドレス］／［プレフィックス長］

のように表記します。IPv6アドレスとプレフィック
スを同時に表記することもあります。
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ス埋め込みIPv6アドレスなどの種類が存在します。
従来、サイトローカルアドレスが定義されていまし
たが、現在は利用停止となっています（RFC3879
に経緯が説明されています）。

IPv6ユニキャストアドレスの構造を「図1 IPv6ア
ドレスの基本構造」に示します。前半であるサブ
ネットプレフィックスの部分がネットワーク上での
位置を示し、後半のインタフェース識別子の部分
がサブネットワーク内でのノードを示すのはIPv4と
同等です。“000”以外で始まるユニキャストアドレス
のインタフェース識別子は、長さが64ビットとなっ
ており、改EUI-64（ModifiedEUI-64）フォーマットに
従うこととされています。

IPv4では、ネットワークを識別する部分と、ノー
ドを識別する部分の境界は可変となっていました。
このためネットワークを設計する際、同一サブネッ
トワーク上に配置されるホスト数を考慮して境界を
決定する必要がありました。一般にノード識別部の
サイズ見積もりは難しく、利用可能なアドレス数と
のバランスを考慮して決定する必要があります。ま
た、一度運用に入った後にホスト数が増加し、設
計時の想定サイズを越えた場合に必要なアドレス
の再設計、ネットワークの再設定は非常に困難でし
た。IPv6では境界が固定であるため、ネットワーク
設計時のアドレス設計が非常に容易であり、また、

ノード識別部も64ビット
あることから、同一サブ
ネットワーク上に存在で
きるホスト数も実利用上、
十分な数となっています。
このネットワーク設計に
おけるアドレス設計の容

易さはIPv6の特徴の一つとなっています。

3.1 インタフェース識別子
IPv6ユニキャストアドレス中のインタフェース識

別子は、リンク上でインタフェースを識別するため
に利用され、同一リンク上で一意であることが必要
です。多くの場合、インタフェース識別子の生成に
はそのインタフェースの持つリンク層アドレスが利
用されます。例えばイーサネットを利用している場
合には、インタフェース識別子は48ビットのイーサ
ネットアドレスから導出されることになります。IPv6
のステートレス自動設定を利用している場合には、
グローバルユニキャストアドレスの後半64ビットが
このインタフェース識別子になるため、通信相手の
IPv6アドレスからイーサネットアドレスがわかるこ
とがあります。

3.2 リンクローカルアドレス
IPv6では、同一リンク上でのみ有効なアドレスと

して、リンクローカルアドレスが定義されています。
IPv6ノードは、少なくとも一つのリンクローカルアド
レスを持つことが規定されているため、ノードをネッ
トワークに接続するだけで、何の設定もなしに同一
リンク上のほかのノードと通信が可能になります。リ
ンクローカルアドレスは主にアドレス自動設定、近
隣探索（IPv4のARPに相当）などに利用されます。
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インタフェース識別子

図1：IPv6アドレスの基本構造

サブネットプレフィックス

nビット

128ビット

128-nビット
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3.3 グローバルユニキャストアドレス
現在、一般に使われているIPv6グローバルユニ

キャストアドレスのフォーマットを「図2 IPv6グロー
バルユニキャストアドレスのフォーマット」に示しま
す。グローバルルーティングプレフィックスの部分
がそれぞれのサイトに割り当てられ、サブネット識
別子の部分でサイト内のサブネットが指定できます。
RFC3177、および2006年1月現在施行されている
アドレス配布ポリシー※1では、n＝48、m＝16とい
う値となっており、このサイズですとそれぞれのサ
イト内に216（65,535）個のサブネットが構築可能で
す。昨今、特に家庭でのインターネットユーザー向
けにはこの割り当てサイズは大きすぎるのではない
か、という問題が提起されており、サブネット識別
子mの割り当てサイズを変更しよう、という議論が

起きています。

3.4 ユニークローカルIPv6ユニキャストアドレス（ULA）
サイトローカルアドレスでは、RFC1918で定義

されているIPv4のプライベートアドレスと同じ問題
を持つことが懸念されたため、このアドレスを利用
停止し、RFC4193で新しいローカルアドレスとして
ユニークローカルIPv6ユニキャストアドレスが定義
されました（詳しくは、JPNICニュースレターNo30,

「IPv6アドレス最新動向」のテクニカル面での動向
を参照※2）。ULAのフォーマットを図3に示します。
ULAはfc00::/8とfd00::/8に二分されていますが、
fd00::/8の部分は、アドレス中のグローバル識別子
部分をランダムな値とし、完全な一意性は保証さ
れないが、いつでも誰でも利用可能なアドレスとし

ています。ランダム
値の計算方法も紹
介されており、この
計算方法を使用す
ることで、異なる組
織間で重複するアド
レスを利用してしま
う可能性を低減す
ることができます。
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※1	 JPNICにおけるIPv6アドレス割り振りおよび割り当てポリシー
	 http://www.nic.ad.jp/doc/jpnic-01042.html
※2	 JPNICニュースレター No.30「IPv6アドレス最新動向 テクニカル面での議論動向」
	 http://www.nic.ad.jp/ja/newsletter/No30/022.html

図 2：グローバルユニキャストアドレスのフォーマット

nビット

グローバルルーティングプレフィックス

128-n-mビット

インタフェース識別子

mビット

サブネット識別子

L=0（fc00::/8）：将来定義
Ｌ=1（fd00::/8）：独自割り当て領域（ランダムなグローバル識別子を使用）

図3：ユニークローカルIPv6ユニキャストアドレス（ULA）のフォーマット

64ビット

インタフェース識別子サブネット
識別子グローバル識別子

16ビット40ビット1ビット7ビット
fc00::/7

128ビット

1111　110 L
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3.5 文書記述用アドレスプレフィックス
IPv6では、マニュアルや設定サンプルへの利用

を想定し、文書記述用にアドレスプレフィックス
を定義しています。2001:db8::/32がそれで、本
文中でも、説明用にこのプレフィックスを用いて
います。この空間の利用は自由ですが、通信に使
用してはいけないことになっています。この空間は、
RFC3849、および、APNICのポリシー文書※3とし
て定義されています。

4. マルチキャストアドレス

IPv6マルチキャストアドレスは、ノードのグルー
プに対応した識別子です。図4に、IPv6マルチキャ
ストアドレスの構造を示します。

図からわかるように、2進数で“11111111”、16
真数でff00::/8で始まるアドレスがIPv6のマルチ
キャストアドレスです。フラグフィールドは、マル
チキャストアドレスがIANA※4により恒久的に割り
当てられているものか、一時的に割り当てられて
いるものかを示すフラグや、組織の保有するユニ
キャストプレフィックスを利用したマルチキャスト

図4：マルチキャストアドレスのフォーマット

112ビット

グループ識別子

4ビット4ビット8ビット
ff00::/8

128ビット

マルチキャストアドレス

スコープフラグ11111111

※3	 APNIC “IPv6 Documentation Prefix”
	 http://www.apnic.net/info/faq/ipv6-documentation-prefix-faq.html
※4	 IANA （the Internet Assigned Number Authority）
	 http://www.iana.org
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アドレスであることを示すフラグ（RFC3306）など
が含まれます。

IPv6のマルチキャストアドレスには、「スコープ」
という概念があり、スコープフィールドの値でその
マルチキャストアドレスグループの有効範囲を表し
ます。このスコープがIPv6マルチキャストの特徴の
一つとなっており、リンクローカルスコープ、サイ
トローカルスコープ、組織内スコープなどが定義さ
れています。

5. 終わりに

本稿では、IPv6アドレスについて解説しました。
IPv6アドレスは、単にIPv4アドレスのビット幅を4
倍に拡張しただけでなく、そのアドレス幅を活かし、
アドレスに構造を持たせたり、自動設定をしやすく
したりしています。また現在、IPv6アドレスに、位
置情報や特定の意味を持たせるような提案も実施
されており、今後もIPv6アドレスの使い方について
の議論を注視していく必要があるでしょう。

 （日本電信電話情報流通プラットフォーム研究所 藤崎智宏）
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会員リスト●2006年3月3日現在

S 会 員
	 	

	 	 株式会社インターネットイニシアティブ

	 	 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

	 	 株式会社日本レジストリサービス

A 会 員

	 	 株式会社エヌ・ティ・ティピー・シー コミュニケーションズ

	 	 富士通株式会社

B 会 員

	 	 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

	 	 KDDI株式会社

	 	 ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社

	 	 日本電気株式会社

	 	 ファーストサーバ株式会社

	 	 松下電器産業株式会社

	 	 メディアエクスチェンジ株式会社

C 会 員

	 	 e-まちタウン株式会社

	 	 関西マルチメディアサービス株式会社

	 	 株式会社デオデオ

	 	 株式会社日立情報システムズ

	 	 株式会社UCOM
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株式会社IRIコミュニケーションズ

株式会社アイテックジャパン

アイテック阪神株式会社

株式会社アイ・ピー・レボルーション

株式会社朝日ネット

アジア・ネットコム・ジャパン株式会社

株式会社アット東京

アットネットホーム株式会社

株式会社アドバンスコープ

株式会社アドミラルシステム

アルファ総合研究所株式会社

株式会社イージェーワークス

株式会社イーツ

株式会社イオンビスティー

イッツ・コミュニケーションズ株式会社

インターナップジャパン株式会社

インターネットエーアールシー株式会社

株式会社インターネット総合研究所

インターネットマルチフィード株式会社

株式会社インテック

株式会社エアネット

エイ・ティ・アンド・ティ・グローバル・サービス株式会社

株式会社SRA

株式会社STNet

エヌ・アール・アイ・ネットワークコミュニケーションズ株式会社

株式会社エヌアイエスプラス

エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ三洋システム

株式会社エヌ・ティ・ティ ネオメイト関西

株式会社エヌ・ティ・ティ ネオメイト中国

株式会社エヌ・ティ・ティ ネオメイト名古屋

エヌ・ティ・ティ北海道テレマート株式会社

株式会社エネルギア・コミュニケーションズ

エムネット株式会社

株式会社オージス総研

株式会社オービック

大分ケーブルテレコム株式会社

株式会社大垣ケーブルテレビ

株式会社大塚商会

岡山県

沖電気工業株式会社

沖縄通信ネットワーク株式会社

特定非営利活動法人柏インターネットユニオン

関電システムソリューションズ株式会社

株式会社キッズウェイ

キヤノンネットワークコミュニケーションズ株式会社

株式会社キューデンインフォコム

D 会 員
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九州通信ネットワーク株式会社

財団法人京都高度技術研究所

京都リサーチパーク株式会社

共同印刷ビジネスソリューションズ株式会社

近畿コンピュータサービス株式会社

近鉄ケーブルネットワーク株式会社

株式会社倉敷ケーブルテレビ

株式会社クララオンライン

株式会社グッドコミュニケーションズ

グローバルメディアオンライン株式会社

群馬インターネット株式会社

KVH株式会社

ケーブルテレビ徳島株式会社

ケーブルネット埼玉株式会社

株式会社ケイ・オプティコム

KDDI 沖縄株式会社

株式会社コール・トゥ・ウェブ

高速情報通信システム株式会社

国立情報学研究所

彩ネット株式会社

サイバー関西プロジェクト

サイバー・ソリューション株式会社

株式会社サイバーリンクス

さくらインターネット株式会社

株式会社サンフィールド・インターネット

株式会社シー・アール

株式会社シーイーシー

株式会社CSK

株式会社シーテック

株式会社CPI

塩尻市

システム・アルファ株式会社

株式会社新発田ネットワークサービス

シャープ株式会社

株式会社JWAY

株式会社ジェンマエンジニアリング

ジャパンケーブルネット株式会社

ジャパンメディアシステム株式会社

情報計算化学生物学会

スターネット株式会社

セコムトラストネット株式会社

株式会社ゼットティヴィ

全日空システム企画株式会社

株式会社タップスコンピュータ

知多メディアスネットワーク株式会社

財団法人地方自治情報センター

特定非営利活動法人中国四国インターネット協議会

株式会社中部

中部テレコミュニケーション株式会社

株式会社つくばマルチメディア

株式会社TCP

ティアイエス株式会社
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有限会社ティ・エイ・エム

鉄道情報システム株式会社

株式会社テレウェイヴ

株式会社ディーネット

デジタルテクノロジー株式会社

株式会社電算

東京ケーブルネットワーク株式会社

東芝情報システム株式会社

東芝ソリューション株式会社

東芝ドキュメンツ株式会社

東北インターネット

東北インテリジェント通信株式会社

東北学術研究インターネットコミュニティ

株式会社トヨタデジタルクルーズ

豊橋ケーブルネットワーク株式会社

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット

株式会社長崎ケーブルメディア

日本テレコム株式会社

日本テレコム株式会社インターネット・データ事業本部インターネット事業部

ニフティ株式会社

日本インターネットエクスチェンジ株式会社

株式会社日本経済新聞社

日本情報通信株式会社

日本ユニシス情報システム株式会社

株式会社ネクサス

株式会社ネクストアイ

ネクストウェブ株式会社

株式会社ネスク

農林水産省研究ネットワーク

ハートコンピュータ株式会社

バリューコマース株式会社

パールビジョン株式会社

パナソニックネットワークサービシズ株式会社

ひまわりネットワーク株式会社

広島県

株式会社ビークル

ビジネスネットワークテレコム株式会社

株式会社PFU

ファーストライディングテクノロジー株式会社

株式会社フイズ

株式会社富士通アドバンストソリューションズ

富士通エフ・アイ・ピー株式会社

株式会社富士通鹿児島インフォネット

富士通関西中部ネットテック株式会社

株式会社富士通システムソリューションズ

株式会社フジミック

フュージョン・コミュニケーションズ株式会社

株式会社フューチャリズムワークス

フリービット株式会社

株式会社ブロードバンドタワー

株式会社ベッコアメ・インターネット

ベライゾンユーユーネットジャパン株式会社
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ベルネット株式会社

北電情報システムサービス株式会社

北陸通信ネットワーク株式会社

北海道総合通信網株式会社

北海道地域ネットワーク協議会

株式会社ホットポット

マイ・テレビ株式会社

松阪ケーブルテレビ・ステーション株式会社

ミクスネットワーク株式会社

三菱電機情報ネットワーク株式会社

株式会社南東京ケーブルテレビ

株式会社ミライコミュニケーションネットワーク

武蔵野三鷹ケーブルテレビ株式会社

株式会社メイテツコム

株式会社メガメディアコミュニケーションズ

株式会社メディア

株式会社メディアウォーズ

山口ケーブルビジョン株式会社

ユーテレビ株式会社

株式会社悠紀エンタープライズ

株式会社ユビキタス・ビジネステクノロジー

リコーテクノシステムズ株式会社

株式会社リンク

株式会社ワイズ

WIDEインターネット
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中野 裕行

原 隆一

細川 雅由

三膳 孝通

山口 二郎

株式会社アーバンインターネット

株式会社アプレッツ

株式会社アンネット

株式会社Eストアー

伊賀上野ケーブルテレビ株式会社

イクストライド株式会社

株式会社エーアイエーサービス

エムエスイー株式会社

株式会社カイクリエイツ

株式会社キャッチボール・トゥエンティワン・インターネット・コンサルティング

グローバルコモンズ株式会社

グローバルソリューション株式会社

株式会社ケーブルネット鈴鹿

株式会社ケイアンドケイコーポレーション

株式会社コム

サイバー・ネット・コミュニケーションズ株式会社

有限会社サイプレス

株式会社さくらケーシーエス

サニーネットテクノロジィ有限会社

株式会社CRCソリューションズ

株式会社四国インターネット

歌代 和正

小林 努

佐藤 秀和

佐野 忍

富田 百合

冨田 良

賛 助 会 員

推 薦 個 人 正 会 員 	 	 	 	 　 　 　 　 　 　 　 （希望者のみ掲載しております）

ソニー株式会社

ソニーグローバルソリューションズ株式会社

株式会社中電シーティーアイ

テクノブレスト株式会社

虹ネット株式会社

日本商工株式会社

日本インターネットアクセス株式会社

株式会社日本テレネット

株式会社ネット・コミュニケーションズ

BAN-BANテレビ株式会社

姫路ケーブルテレビ株式会社

ファルコンシステムコンサルティング株式会社

株式会社富士通四国システムズ

株式会社富士通長野システムエンジニアリング

フューチャー・メディア・ネットワーク株式会社

プロックスシステムデザイン株式会社

株式会社平和情報センター

株式会社マークアイ

株式会社ミッドランド

宮城ネットワーク株式会社

龍冠堂コンサルティング株式会社
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JPNIC ならではの情報盛りだくさんでお届けしております。
購読は無料ですので、皆様ぜひお申込ください。

JPNIC News & Views
メールマガジンのご案内
JPNICでは、インターネットに関する最新情報を

タイムリーにお届けするため、
メールマガジン「JPNIC News & Views」を発行しています。

お申込はこちらからどうぞ
http://www.nic.ad.jp/ja/mailmagazine/

News

Views

JPNICならではの
視点による解説記事

インターネットの
最前線で

活躍される方の
執筆によるコラム

国内外
インターネット

最新動向

ドメイン名やIPアドレス
に関する統計データ JPNIC活動レポート

メールマガジン詳細
メールマガジン名：JPNIC News & Views 
料金：無料 
発行周期／発行頻度：	【定期号】	毎月15 日発行
	 【臨時号】	随時発行
	 【トピックス号】毎週月曜日 
配信形態：ノーマルテキスト（普通のメール）
携帯端末対応：対応していません。

主な内容：
【定期号】
 	  JPNIC ならではの切り口による" 特集 "
	 インターネット最新トピックス
	  JPNIC の活動報告 
	 インターネット用語 1 分解説
	  News & Views コラム 
	 ドメイン名、IP アドレス、会員の統計情報
	 イベントカレンダー 

【臨時号】
	 速報や旬の話題 

【トピックス号】 
	  JPNIC からのお知らせ

●メールマガジンに関するお問い合わせ
●メールマガジンへのバナー広告掲載（JPNIC
　S・A・B・C・D 会員限定）のお問い合わせ
JPNIC 広報教育部 jpnic-news@nic.ad.jp
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	 一般的な質問	 :	 query@nic.ad.jp

	 事務局への問合わせ	 :	 secretariat@nic.ad.jp

	 会員関連の問合わせ	 :	 member@nic.ad.jp

	 JPドメイン名※1	 :	 info@jprs.jp

	 JP以外のドメイン名	 :	 domain-query@nic.ad.jp

	 JPドメイン名紛争	 :	 domain-query@nic.ad.jp

	 日本語ドメイン名関連

	 日本語ドメイン名／国際化ドメイン名	 :	 idn-cmt@nic.ad.jp

	 idnkit／mDNkitのバグレポート	 :	 mdnkit-bugs@nic.ad.jp

	 IPv4アドレス	 :	 ip-service@nir.nic.ad.jp

	 IPv6アドレス	 :	 ipv6-support@nic.ad.jp

	 取材関係受付	 :	 press@nic.ad.jp

	 JPNIC Webサイトに関するご意見	 :	 webmaster@nic.ad.jp

問い合わせ先
JPNICでは､各項目に関する問合せを以下の電子メールにて受け付けております｡

※1	 2002年4月以降、JPドメイン名登録管理業務が（株）日本レジストリサービス（JPRS）へ移管されたこ
	 とに伴い、JPドメイン名のサービスに関するお問い合せは、JPRSの問い合わせ先であるinfo@jprs.jp
	 までお願いいたします。

JPINICのWebサイト　http://www.nic.ad.jp/
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JPNICニュースレターのバックナンバーをご希望の方には、
1部900円（消費税・送料込み）にて実費頒布しております。
現在までに1号から32号まで発行されております。
ただし在庫切れの号に関してはコピー版の送付
となりますので、あらかじめ御了承下さい。

ご希望の方は、希望号・部数・送付先・氏名・電話番号をFAXもし
くは電子メールにてお送りください。折り返し請求書をお送りいた
します。ご入金確認後、ニュースレターを送付いたします。
宛先	 FAX：03-5297-2312
	 電子メール：jpnic-news@nic.ad.jp

なお、JPNICニュースレターの内容に関するお問い合わせ、ご意見は
	 jpnic-news@nic.ad.jp
宛てにお寄せください。
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表2

2006年度会員ロゴは
ピンクです
JPNIC会員ロゴは、年度毎に色が変わります。

既に会員ロゴをご利用いただいている会員の皆さまは、

お手数ですが、2006年度会員ロゴに

差し替えをお願いします。

2006年度会員ロゴについてのお問い合わせは、

member@nic.ad.jpまで

スターネット株式会社様

さまざまな情報を皆さまにわかりやすくお伝えすることを目指して、

JPNICのWebサイトを4月上旬にリニューアルします。

J P N I C の 活 動 は
J P N I C 会 員 に よ っ て 支 え ら れ て い ま す

お申し込み member@nic.ad.jp
JPNIC会員ロゴとは http://www.nic.ad.jp/ja/member/logo-sample.html

皆さまの
ホームページでも
ご活用ください

お 楽 し み に ！

表3

背4mm

J P N I C の Ｗ ｅ ｂ サ イト が リ ニ ュ ー ア ル し ま す !
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